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はじめに
研究の目的
会社法上、監査役は、善管注意義務を尽くして、取締役の職務の執行を監査（監視・検証）し、監査報告を作成する義務を負っており、監査役監査を担保するために必要な調査等を行うための権限も付与されている。また、監査役は、株主の負託を受けた独立の機関として取締役の職務の執行を監査することにより、企業の健全で持続的な成長を確保し、社会的信頼に応える良質な企業統治体制を確立する責務を負っている（監査役監査基準2条1項（公益社団法人 日本監査役協会））。この監査役の権限、義務、並びに責務は、大会社・公開会社と大会社・公開会社以外の会社において違いはない。
しかし、大会社・公開会社以外の会社には、株主が一人（親会社だけ）という会社も多く、株主からの監視の目が弱く、株主代表訴訟の可能性も事実上なく、また、監査役に対する期待値も大会社・公開会社と比較して小さいと考えてしまい、監査役監査が「易きに流れている」監査役もいるかもしれない。しかし、親会社等が公開・大会社である場合（特に上場会社である場合）、その子会社等の不祥事発生が、企業グル－プ全体の社会的信頼の失墜につながりかねないわけであり、監査役は、そのことを認識し、監査役本来の職責を果たすべく、監査を行なうことが求められているものと考える。
また、オ－ナ－系の企業では、代表取締役の職務執行がワンマン経営に陥りやすく、会社を私物と考える経営者もいるかもしれない。しかし、会社は、取引先の他、すべてのステ－クホルダ－に対して責任を果たす必要があり、監査役は、取締役がそのような責任を果たしているか監視・検証することも求められると考える。

従って、大会社・公開会社以外の会社の監査役、あるいは、当該監査役を補佐するスタッフはその職務を行うにあたって、上述した点に留意し、そのためには、監査役の権限・義務をしっかりと履行し、公開・非公開、会社規模、業種、経営リスク等の監査環境に応じて適切かつ効率的に監査を行うとともに、単に「監査した」にとどまらず、積極的に監査証跡を残し、説明責任が果たせるようにしておくことが望ましいと考える。
ところで、大会社・公開会社以外の監査役の業務、あるいは、監査役スタッフ業務について取り纏めた書籍・資料はどのくらいあるのだろうか。

当研究会でも、これまでは、大会社・公開会社（上場会社）を主な研究対象としてきており、昨年、公表した『監査役監査活動とスタッフ業務』（平成23年9月8日・本部監査役スタッフ研究会）、以下、『監査役監査活動とスタッフ業務マニュアル』という。）においても、大会社・公開会社における監査役監査活動を念頭に、「取締役会＋監査役会＋会計監査人」設置会社（表1．会社機関の選択肢の➇）におけるベストプラクティスについて取り纏めたものになっている。

しかし、会社法では非公開会社や大会社以外の会社に多様な機関設計の選択肢を用意するとともに、大会社・公開会社（上場会社）の子会社にあっては、監査役会や会計監査人を設置しない機関設計を採っている会社も多い。こうした状況に鑑み、今般は、これまで研究の対象外とされてきた大会社・公開会社以外の会社にも焦点を当て、そこでの監査役監査がどのように行われているのか、各社の実態から明らかにすることにより、より多くの会社の監査役や監査役スタッフの業務に資することを目的とするものである。
表1．会社機関の選択肢

	株主総会

＋
	非公開会社

大会社以外
	公開会社

大会社以外
	非公開会社

大会社
	公開会社

大会社

	①
	取締役
	○
	×
	×
	×

	②
	取締役＋監査役
	○◎
	×
	×
	×

	③
	取締役＋監査役＋会計監査人
	○
	×
	○
	×

	④
	取締役会＋会計参与
	○
	×
	×
	×

	⑤
	取締役会＋監査役
	○◎
	○
	×
	×

	⑥
	取締役会＋監査役会
	○
	○
	×
	×

	⑦
	取締役会＋監査役＋会計監査人
	○
	○
	○
	×

	⑧
	取締役会＋監査役会＋会計監査人
	○
	○
	○
	○

	⑨
	取締役会＋三委員会＋会計監査人
	○
	○
	○
	○


会計参与は原則いずれの機関設計でも任意に設置可　　◎…監査役の権限を会計監査に限定

テーマの絞り込み
会社法上、株式会社が選択できる機関設計は「表１.会社機関の選択」の通りとなっているが、前述の通り、当研究会では、これまで、⑧・⑨について検討を加えてきたところであり、今回は、「大会社・公開会社以外の会社」に関する研究ということで、①～⑦に焦点を当て、さらに、以下の点を踏まえ、研究の範囲は、「監査役会」がない場合（監査役会非設置会社)と、「会計監査人」が無い場合（会計監査人非設置会社）に焦点を当てて研究することとした。また、機関設計に係わらず、上場会社の「子会社」では親会社の影響を受けた子会社特有の業務が存在し、上場会社の子会社は多くの場合、大会社・公開会社以外の場合が多いことも踏まえ、子会社に特有な業務にも焦点を当てることとした。
· 上記①～⑦のうち、①と④は「監査役」が存在しないことから除外する。
· ➇を基準に考えると、②と⑤は「監査役会」と「会計監査人」が設置されていない。③と⑦は「監査役会」が設置されていない。⑥は「会計監査人」が設置されていない。
ところで、監査役会非設置会社では、常勤の監査役が設置されている会社と、常勤の監査役が設置されていない会社に大別することができる。このうち、前者、すなわち常勤監査役は、『監査役監査活動とスタッフ業務マニュアル』を参考にしていただきながら、監査役監査活動を行うことが望ましいと考えるところであり、従って、今回の研究会のテーマからは除外し、常勤監査役非設置会社、すなわち、非常勤監査役がお一人で監査活動を行っている会社を研究対象とすることとした。

以上のことから、本研究会が取り上げるテーマは、「常勤監査役非設置会社における監査役監査活動とスタッフ業務」と、「会計監査人非設置会社における監査役監査活動とスタッフ業務」とし、加えて、「子会社に特有な業務（監査役会設置会社・監査役会非設置会社共通）」についても検討を加えることとした。
本研究会が取り上げたテーマ以外の会社の監査役監査活動

本書の表題にある通り、本書は、大会社・公開会社（上場会社）の子会社の事例を中心に取り纏めているが、公開会社・大会社以外の会社には、「子会社」以外に、「独立系（オーナー系）」の会社もあり、この「独立系（オーナー系）」の会社は、機関設計とは異なる視点ではあるが、「上場を目指している会社」と「上場を目指していない会社」に大別することができる。今回の研究会では、大会社・公開会社以外の「独立系（オーナー系）」について、直接のテーマとしては取扱うことができなかったが、上場を目指している「独立系（オーナー系）」会社監査役は、上場時には監査役会設置会社になっていることから、基本的には『監査役監査活動とスタッフ業務マニュアル』を参考にしていただきながら、監査役監査活動を始めていくことが望ましと考える。また、上場を目指していない「独立系（オーナー系）」の会社の監査役業務は、今回の研究テーマのうち、常勤監査役非設置会社の監査役業務、会計監査人非設置会社の監査役業務に記載された事項を参考にしてもらいながら、監査役監査活動にあたっていかれると良いのではないかと考える。

第1章  法令・諸規則による相違点

大会社・公開会社の代表的な機関設計である『取締役会+監査役会+会計監査人』と、大会社・公開会社以外の機関設計の会社では、監査役監査報告の記載内容に相違点がある（監査報告のひな型（社団法人 日本監査役協会）参照）。これは、法令・諸規則の違いにより、公開会社と非公開会社、大会社と大会社以外の会社、上場会社と非上場会社によって、求められる体制が異なり、監査役監査の対象も異なる場合があるからである。
そこで、本章において、法令・諸規則による違い、具体的には、「公開会社と非公開会社の違い」、「大会社と大会社以外の会社の違い」、「上場会社と非上場会社の違い」、「監査役会設置会社と監査役会非設置会社の違い」に焦点を絞って、監査役監査に影響を与える項目を中心にその違いについて考察を加え、そのうえで、次章に置いて、大会社・公開会社以外の監査役監査活動とスタッフ業務について検討を加えることにする。
1. 公開会社と非公開会社の違い

(1) 事業報告の記載
非公開会社の事業報告は、①当該株式会社の状況に関する重要な事項、②内部統制基本方針に係る決定又は決議があるときは、その決定又は決議の内容の概要、③財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めているときは、基本方針の内容の概要等、の３項目について記載すれば良いことになっている。（施規118条）

又、非公開会社で会計監査人設置会社は、①ⅰ)会計監査人の氏名又は名称、ⅱ)報酬等の額、ⅲ)非監査業務の内容、ⅳ)会計監査人の解任又は不再任の決定の方針、ⅴ)会計監査人に対する業務停止処分に係る事項、ⅵ)責任限定契約の内容、ⅶ)辞任・解任された会計監査人の氏名・名称、監査役が解任した理由、会計監査人の辞任・解任に係る意見等、②当該会社が大会社であるときは、ⅰ)当該株式会社及びその子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額、ⅱ)会計監査人以外の公認会計士・監査法人が子会社の監査を行っている場合はその事実、について記載することになっている。（施規126条）

尚、任意で、①株式会社の現況に関する事項、②株式会社の会社役員に関する事項、③株式会社の株式に関する事項、④株式会社の新株予約権に関する事項、を記載している会社もある。

　(2)株主総会招集通知の発送時期等

　　公開会社では、株主総会の日の2週間前までに株主に対して株主総会の招集の通知を発送しなければならないが、非公開会社では1週間(取締役会非設置会社で、定款でこれを下回る期間を定めた場合はその期間)前までに発送すればよい。(法299条)

   また、法300条には、株主全員の同意があるときは招集手続を省略して株主総会を開催できることを規定しているが、この規定を適用できるのは、株主が1人または少数の非公開会社に限られるものと思われる。

(3)役員の任期等

　取締役の任期は2年(定款又は株主総会決議で短縮可)(法332条1項)であるが、非公開会社では、定款により10年まで伸長できる。(法332条2項)

　監査役の任期は4年(法336条1項)であるが、非公開会社では、定款により10年まで伸長できる。(法336条2項)

  非公開会社(監査役会設置会社及び会計監査人設置会社を除く)は、監査役の監査の範囲を会計に限定する旨を定款で定めることができる(法389条)が、監査役の監査の範囲を会計に限定する旨の定款の規定を廃止する場合、当該定款変更の効力が生じた時に監査役の任期は満了する。(法336条4項)

　(4)権利行使できる株主の範囲

　　公開会社では、総株主の議決権の百分の一以上または300個以上の議決権を6ヶ月前から引続き有する株主に限り株主提案権等の権利行使を認めているが、公開会社でない取締役会設置会社においては「6ヶ月前から引続き有する」という条件が課されておらず、一定数の議決権を有する株主が権利行使できる。

     【会社法の同種の規定】　

297条(株主による株主総会招集の請求)

303条(株主提案権)、305条(株主提案の株主への通知の請求)、306条(株主総会の招集手続等に関する検査役の選任)

360条(株主による取締役の行為の差止め)、422条(株主による執行役の行為の差止め)･･･委員会設置会社

847条(責任追及等の訴え)、854条(株式会社の役員の解任の訴え)

2. 大会社と大会社以外の会社の違い

(1) 内部統制基本方針の決定

公開会社・非公開会社とも、大会社であれば、所謂「内部統制基本方針」を取締役会で決議することが義務付けられており（法362条4項6号、5項）、事業報告に記載され(施規118条2号)、監査役監査の対象となる。大会社以外では、同方針の決議が義務付けられていないが、当該会社が任意に同方針を決める場合には、そのことを取締役に委任することが出来ず(法362条4項本文)、取締役会の決議が必要であり(法362条4項6号)、大会社と同じく、事業報告に記載され、監査役監査の対象となる。

尚、大会社でなくても、株式市場に上場している会社は、金融商品取引所 有価証券上場規程439条において、内部統制基本方針の決議が義務付けられている。（同437条において、大会社以外でも監査役会の設置も義務付けられている。）

また、上場会社の内部統制基本方針に関しては、内部者取引の禁止（金融商品取引所 有価証券上場規程442条）と内部者取引の未然防止に向けた体制整備（同449条）、反社会的勢力の排除（同443条）と反社会的勢力排除に向けた体制整備（同450条）が義務付けられている。

3. 上場会社と非上場会社の違い

(1) 有価証券報告書・内部統制報告書監査（取締役の職務執行監査の一環）

公開会社で株式市場に上場している会社は、金融商品取引法の定めにより有価証券報告書の提出(金商法24条)、四半期報告書の提出(同24条の4の7)、内部統制報告書の提出(同24条の4の4)が義務付けられており、取締役の職務執行の監査の一環として、各報告書の作成状況について監査することになる。また、金融証券取引所の規程により決算短信の作成も義務付けられているので(有価証券上場規程404条)、決算短信の監査も必要となる。

非上場会社であっても、有価証券を発行し有価証券報告書の提出を義務付けられている会社は、取締役の職務執行の監査の一環として、有価証券報告書(金商法24条)及び半期報告書(同24条の5)の作成状況について監査することになる。

上記以外の非公開会社等では金融商品取引法または金融証券取引所規程により提出・作成を義務付けられた報告書等がないため、これらは監査役監査の対象外となるが、親会社が上場会社で、非公開会社が、親会社の金商法に基づく財務報告に係る内部統制報告制度の範囲対象に含まれる子会社では、対応が必要となる。
4. 監査役会設置会社と監査役会非設置会社の違い

(1) 監査の方針

監査役会設置会社では、監査の方針として、「監査役会設置会社の業務及び財産の状況の調査の方法その他の監査役の職務執行に関する事項」について決定することとなっているが（法390条2項3号）、監査役設置会社(監査役会非設置会社)では会社法390条の規定の適用はなく、監査の方針を決定する場合でも任意で決定することとなる。

また、監査役会設置会社において、監査の方針の決定に関しては、「監査役の権限の行使を妨げるものではない」と規定されており（法390条2項ただし書き）所謂、「監査役の独任制」の根拠となっている。一方、複数の監査役が選任された監査役会非設置会社においては、同規定の適用はなく、任意に監査の方針を決定したとしても、各監査役はそれぞれに監査役としての権限（法381条）を履行していくこととなる。

(2) 常勤監査役の選定

監査役会設置会社では、常勤監査役の選定が義務付けられているが（法390条3項）、監査役設置会社(監査役会非設置会社)では義務付けられていない。ただし、任意に選定することはできる。

(3) 監査役会設置会社と監査役会非設置会社のその他の相違点

監査役会設置会社では、監査役の求めがあるときの職務の執行状況についての監査役会への報告（法390条４項）、監査役会議事録の作成（法393条2項）についても義務付けられているが、監査役が複数選任された監査役会非設置会社の場合、他の監査役への報告義務、監査役で決議・協議した事項の議事録作成については義務付けられておらず、これらの活動は各監査役の任意の活動となる。

以上が、法令・諸規則による違いの主なものである。
第2章　大会社・公開会社以外の監査役監査活動とスタッフ業務
本章では、大会社・公開会社以外の監査役監査活動・スタッフ業務のポイントについて、昨年度当研究会が作成した、「監査役監査活動とスタッフ業務マニュアル」の第3章「監査役監査活動とスタッフ業務」の各項目ごとに、ⅰ)常勤監査役非設置会社、ⅱ)会計監査人非設置会社、ⅲ)子会社に特有な業務の3つのカテゴリー(視点)において、「特有の業務はあるのか」、「留意すべき点はあるのか」、「参考になるような他社事例はあるのか」と言ったことを中心に、以下の①～③の点も踏まえ検討を加えた。
1 監査役会非設置会社の監査役業務については、当研究会のグループメンバーに実施した非公開会社の実態調査結果（以下、「グループ内調査結果」と言う。）を参考にしている。
2 監査役会非設置会社のスタッフ業務については、今年度実施した、「監査役/監査委員スタッフに関するアンケート」の結果（以下、「アンケート結果」という。）も参考にしている
3 常勤監査役非設置会社の監査役監査活動について、子会社の非常勤監査役が、ⅰ)親会社の監査役の場合、ⅱ)親会社の監査役スタッフの場合、ⅲ)他の子会社の（常勤）監査役の場合、ⅳ)親会社の執行部門の場合の4つのケースに分け、各社の事例をヒアリングした結果も参考にした。

尚、以下の表は、「監査役監査活動とスタッフ業務マニュアル」の項目のうち、今回検討を加えたものの一覧表となっているので、参考にしていただきたい。（頁数は、本項におけるページを示している。）
	「監査役監査活動とスタッフ業務マニュアル」

の項目
	常勤監査役
非設置
	会計監査人
非設置
	子会社
特有
	頁

	第１節　期初業務(６月株主総会後)
	
	
	
	

	２．監査計画の策定等(業務分担を含む)
	○
	
	○
	11

	３．監査費用予算の決定
	○
	
	○
	15

	４．監査役報酬等の協議
	
	
	○
	18

	第２節　期中業務(日常的に行われる活動)
	
	
	
	

	Ⅰ．業務監査
	
	
	
	

	１．重要な会議への出席
	○
	
	
	21

	２．代表取締役との会合
	○
	
	
	29

	３．重要書類の閲覧
	○
	
	
	32

	４．役職員からの報告聴取
	○
	
	
	33

	５．実地調査(往査)の実施
	○
	
	
	34

	６．競業取引及び利益相反取引等の監査
(3) 関連当事者との一般的でない取引の監査
	
	
	○
	34

	監査役監査活動とスタッフ業務マニュアルの項目
	常勤監査役
非設置
	会計監査人

非設置
	子会社

特有
	頁

	８．会社法内部統制システムに係る監査
	
	
	○
	36

	１０．その他、監査役の職務を適切に遂行するための意思疎通、情報収集等
（新設）親会社監査役との連係
	
	
	○
	39

	Ⅱ．会計監査
	
	
	
	

	１．会計監査人からの監査計画の報告受領
	
	
	○
	41

	第３節　期末業務(日常的に行われる活動)
	
	
	
	

	Ⅰ．期末監査の準備
	
	
	
	

	１．期末監査スケジュールの策定
	○
	
	
	45

	Ⅲ．会計監査
	
	
	
	

	１.計算関係書類の受領及び監査
	○
	○
	○
	47

	Ⅳ．監査報告の作成
	
	
	
	

	１．各監査役の監査報告作成
	○
	
	
	52

	Ⅴ．その他の期末監査活動
	
	
	
	

	１．有価証券報告書・内部統制報告書の監査
	
	
	○
	55

	Ⅵ．株主総会対応
	
	
	
	

	１．株主総会招集手続き(日程)の監査
	
	
	○
	58

	２．株主総会提出議案の調査
	
	
	○
	60

	３．監査役選任株主総会議案への同意
	
	
	○
	61

	第４節　監査役会の運営に関する事項
	
	
	
	

	１．監査役監査基準の制定・改定
	○
	
	
	64

	３．監査役会の招集・開催、議事録作成
	○
	
	
	67

	５．監査役会のその他手続き
	
	
	
	

	(２)会計監査人の監査報酬等の同意
	
	
	○
	75

	第５節　非日常的活動に関する事項
	
	
	
	

	Ⅱ．会計監査人の選任・解任・不再任等
	
	
	
	

	１．会計監査人の選任・不再任議案への同意
	
	
	○
	78


第1節 期初業務

2．監査計画の策定等（業務分担を含む）
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Ａ.監査役の業務とポイント

Ａ－１．監査計画案の作成

①　監査役会は、監査活動の開始に先立ち、監査を効率的に行うために、監査方針及び監査計画を作成する。

監査方針は法３９０条２項３号に規定されているが、監査計画は会社法に定められている用語ではない。日本監査役協会の監査役監査基準３３条では「監査役会は、(中略)監査方針を立て、監査対象、監査の方法及び実施時期を適切に選定し、監査計画を作成する。」と規定しており、期初に業務及び財産の状況の調査の方法及びその他監査役の職務の執行に関する事項(業務の分担を含めて)を選定して監査計画を作成することとしている。

②　監査方針及び監査計画の作成手順としては、以下のとおりとなるが、詳細は、「Ｂ．スタッフの業務とポイント」に記載する。
ア．前年度の監査結果の確認と課題の抽出

イ．監査方針の作成

ウ．監査計画の作成

③　監査方針には、監査役として普遍的な監査に対する基本的な考え方、当年度の監査を実施していくうえでの考え方を設定する。

④　監査計画には、監査方針に基づいて重点監査項目・監査方法・監査対象・実施時期・業務分担等を設定する。原則的には監査上必要と判断し執行部門に要請すれば、あらゆる会議への出席や重要文書の閲覧が可能であるが、少数の人員と限られた時間で広範囲な業務全般について効率的な監査を行うために監査計画を策定する。また、如何なる方法によって監査を行うのかについて、予め監査対象部門に示すことにより、監査対象部門は監査の具体的な準備に取り掛かることが可能となり、結果として、監査役監査の連係・実効性の向上に繋げることができる。

【留意点】

ア．監査方針・監査計画の対象期間については、次の二つが考えられる。

◆監査役の就任時期に合わせて、定時株主総会の日から翌年度の定時株主総会の日までとする。この場合、監査報告における監査期間(４月～翌年３月)とのずれが生じることとなり、６月に新たに選任された監査役は、前任の監査役の監査(４月～６月)についても監査報告の対象となることに留意する必要がある。

◆会社の事業年度に合わせて設定する。

イ．３月決算の会社で、監査役の就任時期に合わせる場合は、

◆定時株主総会後、新たに就任した監査役を加えて新体制で速やかに検討・作成し、監査役会で決定する。

◆新体制での監査活動が速やかに遂行できるように、定時総会前に在任中の監査役が原案を検討・作成しておき、定時株主総会後に新体制の監査役会で決定を行っている会社もある。

◆事業年度に合わせる場合、新事業年度が始まる月の前月までに在任中の監査役が検討・作成し、前月又は期初の監査役会で決定する。この場合、定時株主総会で監査役が改選された場合は監査計画の追認の決議が必要となる。

ウ．会社法上、監査役は独任制であり、業務分担の規定はないが、各監査役の経験・知識、社内・社外別、常勤・非常勤別等を考慮して監査役の職務の分担を定めて監査を実施することが有効である。職務分担の決定内容のいかんは、各監査役が作成すべき監査報告の具体的内容、さらには各監査役の責任にも関係してくる点には留意する必要がある。

エ．監査方針及び監査計画は、期中において必要があると認められるときは、適宜、修正ないし変更する。
✍参考：(日本監査役協会「監査役監査基準」
第３３条

１．監査役会は、内部統制システムの構築・運用の状況にも留意のうえ、重要性、適時性その他必要な要素を考慮して監査方針を立て、監査対象、監査の方法及び実施時期を適切に選定し、監査計画を作成する。この場合、監査上の重要課題については、重点監査項目として設定するものとする。

２．監査役会は、効率的な監査を実施するため、適宜、会計監査人及び内部監査部門等と協議又は意見交換を行い、監査計画を作成する。

３．監査役会は、組織的かつ効率的に監査を実施するため、監査業務の分担を定める。

４．監査役会は監査方針及び監査計画を代表取締役及び取締役会に説明する。

５．監査方針及び監査計画は、必要に応じ適宜修正する。

【機関設計による違い】

(1) 監査役会非設置会社
ア．法３９０条２項３号は監査役会設置会社について定めているが、監査役会を設置していない会社においても、監査役は取締役の職務の執行を監査するために、監査役会設置会社と同様に、監査方針・監査計画を定めることが望ましい。

なお、日本監査役協会では、監査委員会監査基準３３条に監査方針・監査計画の決定を規定している。

イ．定款の定めにより監査の範囲を会計に関するものに限定された監査役(法３８９条)の場合は、取締役等から会計に関する職務執行状況の聴取、会計に関する重要な決裁書類の閲覧、会計帳簿又はこれに関する資料の調査など、監査を実施する方法を記載する。

（2）常勤監査役非設置会社
常勤監査役と比較して、短い時間で効率的・実効的な監査を実施する必要がある非常勤監査役は、監査計画を作成し、執行側にも予め理解しておいてもらうことに留意する。

（3）子会社特有
親会社が上場会社で、当該子会社が連結の範囲に含まれていれば、親会社の財務報告内部統制システムの有効性評価のタイミングに合わせて子会社での対応が必要となる場合もある。これは本来（会社法上）の監査役の監査の対象範囲ではないが、財務報告内部統制の評価結果をヒアリングすることは、会社法内部統制の相当性を判断する上で参考になる。
Ａ－２．監査役会で審議・決定と執行部門への通知

①　監査役会で監査方針と監査計画を決議する。議事については議事録を作成する。

②　監査役会で決議された監査方針及び監査計画は、代表取締役及び取締役会に説明する。執行部門に対しても重要会議において説明することが望ましい。監査役が出席する重要会議及び報告の聴取、並びにその時期等を明示しておくことは年間の監査役監査活動を円滑に行うために有用である。

③　内部監査部門や会計監査人にも通知し、監査の重複を防ぐとともにリスクに関する認識を共有するなど、連係して効率的な三様監査を行うようにする。

④　グループ会社との間でも監査方針・監査計画の共有化を図ることが望ましい。施規第１００条１項５号に企業集団の内部統制が規定されているので、グループ会社の中で監査方針や監査計画に一貫性をもたせるべきである。

B．スタッフの業務とポイント

B－１．監査計画案の作成と検討

(ａ)　前年度の監査結果の確認と課題の抽出

①　当年度の重点監査項目の設定に資するため、以下のア～エに掲げる経営上の課題ついて、前年度の監査結果と監査環境を確認するとともに、監査計画を検討している現時点での経営上の課題を抽出し、常勤監査役の確認を受ける。
ア．経営方針・経営計画、経営環境、経営上・事業運営上のリスク、内部統制システムの構築・運用の基本方針に係る取締役会決議の状況及び内部統制システムの構築・運用状況、企業不祥事、リスク管理体制、コンプライアンス体制整備等

イ．法令等の改正状況、関連する行政等の動き・社会動向

ウ．他社において発生した不祥事等の問題等

エ．会計監査人及び内部監査部門からの報告・意見交換内容
(必要あるときは会合をもち、情報及び意見交換を行う)
②　抽出した課題をもとに、監査計画・監査方針に反映させるべき重点監査項目と監査方法を整理する。

上記作業は監査役会の決議よりさかのぼること２ヶ月前を目途に検討に入ることが望ましい。
(ｂ)　監査方針案の作成

監査方針案を作成し、常勤監査役の確認を受ける。監査方針は、監査役が何を目指して監査を実施していくのか、監査の目標、方向性を示したものである。内容としては次の２とおりが考えられる。

ア．監査役としての普遍的な監査に対する基本的な考え方を記載する。
◆日本監査役協会　監査役監査基準２条より抜粋
監査役は、独立の立場から取締役の職務執行を監査することにより、企業不祥事の発生を防止し、健全で持続的な成長を確保・担保することが基本責務であることを認識し、良質な企業統治体制の確立と運用を基本的な監査視点とする。

イ．当年度の監査を実施していくうえでの基本的な考え方を記載する。

例：法令違反等の予防監査、法令遵守、内部統制の充実　等
(ｃ)　監査計画案の作成

①　監査計画案を作成し、常勤監査役の確認を受ける。監査計画の内容としては、重点監査項目・監査方法・監査対象・実施時期・業務分担等を記載する。監査対象・実施時期等は、会計監査人・内部監査部門等の監査計画との関係を考慮のうえ設定する。

②　重点監査項目：監査方針を踏まえ、(ａ)で抽出された課題の中から特に重要で優先度が高い監査項目について、重点監査項目として記載する。

③　監査方法：重要会議(取締役会、経営会議、常務会、リスク管理委員会、コンプライアンス委員会等)への出席、重要文書の閲覧、事業所往査、子会社の調査、代表取締役との定期会合、取締役等からの報告聴取、内部監査部門との連係、会計監査人との連係、グループ会社監査役との連係等、監査を実施する方法について記載する。

④　監査対象：監査役の監査は、主要な対象先は毎年、他は数年内に一巡し、監査の空白・聖域が生じることのないように策定する(日本監査役協会　監査役監査実施要領第４章３項２)。

⑤　実施時期：監査活動を円滑に遂行するために、年間スケジュールを作成する。日本監査役協会監査役監査実施要領付表１「年間時系列監査活動一覧」のように縦軸に監査方法を記載し、横軸を月にして、実施時期を月単位の表形式で作成すると分かりやすい。

⑥　業務分担：常勤監査役を中心に、これまでの職務経験等を参考にして業務分担案を作成する。各監査役の経験・知識、社内・社外別、常勤・非常勤別を考慮して監査役の職務分担を定めて監査を実施することが有効である。

✍職務の分担例

ア．監査役の経歴・知見に基づく分担(経理・会計、法務、営業・販売、生産・研究・開発　等)

イ．個別内部統制システム・テーマ別分担(倫理法令遵守、情報管理、環境安全　等)

ウ．事業部門別分担(国内営業、海外営業　等)
エ．地域別分担

オ．子会社別分担

【各社の工夫】

詳細な活動計画を記した「年間監査役監査活動計画」は、各監査役の業務分担等が一覧できるようになっている。
B－２．監査役会議案及び議事録作成と執行部門への通知
(ａ)議案の作成

①　監査役会の議長、又は議題を提出した監査役と議題について確認する。

②　その後速やかに議案資料を作成する。

③　作成した議案資料は、議長に内容の確認を依頼し、また監査役会当日の進行について確認し、当日の議事進行がスムーズに図られるよう努める。

(ｂ)　議事録の作成

①　監査役会に同席する。

②　議事の経過を記録し、議事録の作成に備える。

③　書き留めた議事の内容をもとに議事録案を作成する。

④　議事録案を作成次第、議長に確認し、その後、出席した監査役に内容の確認をとる。

⑤　修正意見があった場合、当該箇所の修正の要否を検討し、再度、監査役に内容の確認をとる。

⑥　議事録を製本し、出席した監査役の署名・記名押印をとる。

⑦　議事録及び謄写を保管する。

(ｃ)　執行部門への通知、内部監査部門・会計監査人等との連係
①　監査役が監査方針及び監査計画を、代表取締役及び取締役会、その他重要会議に説明するために、当該会議の事務局に資料を送付する。また、グループ会社社長に対しても通知を行う。

②　監査役が監査方針及び監査計画を、内部監査部門や会計監査人に説明する機会を設け、監査計画の段階から意思疎通を図れるようにする。

【各社の工夫】

社内や企業集団内での周知徹底を図るために、監査計画を執行部門、グループ会社監査役等にメールにて発信したり、イントラネットに掲示したりしている会社もある。

【常勤監査役非設置会社におけるスタッフ業務のポイント】
アンケート結果によると、常勤監査役非設置会社では、「前年度の監査結果の確認と課題の抽出」、「監査方針案の作成」、「重点監査項目の作成」、「監査計画案の作成」という一連の流れに関与している割合が高くなっている。このことは、監査役スタッフが、内部監査部門のスタッフを兼務しているケースが多く、非常勤監査役が自分より社内事情（特に監査の視点）に精通しているスタッフに相談しているケースが多いのではないかと推察される。なお、「監査方針・監査計画の執行部門への通知」の割合が高いことも、常勤監査役非設置会社の特徴を表しているものと考えられるので、参考にしていただきたい。
以上の点から、常勤監査役非設置会社の監査役スタッフは、監査役とも相談し、監査方針・重点監査項目・監査計画案の作成から執行部門への通知まで関与することが望ましいものと考えられ、特に重点監査項目については、『Ｂ-１ (a)前年度の監査結果の確認と課題の抽出』に記載されている項目のうち、日頃の業務を通じて把握した情報を提示することは、非常勤監査役が重点監査項目を設定する上で参考になるのではないかと考えられる。
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３．監査費用予算の決定

①　監査役は、監査役の監査活動に必要な費用について、会社に以下のとおり請求することができる。

ア．前払い

イ．自らが立て替えた場合には、立て替えた金員に加えて、立て替えた期間に相当する利息を付した額を支払うこと

ウ．監査役が負担した債務に債権者がいる場合は、その債権者に対して会社が直接支払うこと

②　会社側は、その費用又は債務が監査役の職務の執行に必要でないと証明した場合を除いては、拒むことができない(法３８８条)。もし、取締役等が監査費用の請求を理由なく拒否したときは法令・定款違反となるため、監査役はその旨を遅滞なく取締役(会)に報告する(法３８２条)
。
③　監査役と会社の関係は民法の委任の規定に従うものとされている(法３３０条)が、民法の規定のみでは、費用の必要性について監査役が証明しなければならないことになるため、法３８８条の規定により、立証責任を会社側に転嫁することで、監査役がその職務を充実させ、執行しやすくしている。

費用の支出の対象や内容等は十分慎重に行うべきものであり、また効率的かつ適正な監査の実施のためには、予め費用を予算として計上しておくことが望ましい。

A．監査役の業務とポイント

①　監査費用は、会社法に基づきその都度、前払いあるいは事後に会社に請求することが可能であるが、監査役会は、監査計画に基づき、事業所往査にかかる出張旅費などをはじめ職務の執行上必要と認める費用について、効率性及び適正性に留意し、予め予算を計上しておくことが望ましい。

②　監査費用の範囲については、監査役の費用、及び監査役スタッフが執行部門から独立した組織に属しているのであればその費用も含む。

✍監査費用の例

監査費用とは、監査役報酬(「第１節４．監査役報酬等の協議」参照)以外の費用のことをいうが、主な例は以下のとおり。

ア．出張旅費(国内・国外)

イ．調査費

ウ．交際費

エ．通信費(国内・国際電話料等)、

オ．新聞図書費

カ．研修費・教育費

キ．会議費

ク．事務消耗品費

ケ．雑費　　　　　　　　　　　　　　等

③　なお、監査費用予算は一般的には各社の事業年度に合わせて計上されているが、監査役の新体制が決定し、新事業年度の監査役監査活動を開始する株主総会後、監査役会で改めて監査費用予算を明確にしておくことが望ましい。

④　また監査費用予算を計上しておいた場合でも、緊急又は臨時に必要とする(した)費用については、その都度、前払い又は事後請求する。
Ｂ．スタッフの業務とポイント

(ａ)　予算案の作成

①　会社の予算編成時期に合わせ、新年度の予算案の作成を開始する(３月決算会社の場合は概ね前年１２月頃)。

②　当該年度の監査費用実績と計画に対してその差異について確認・分析を行う。

③　新年度の往査予定対象をピックアップし、往査に必要な出張旅費・調査費等を算出する。

また、監査役及び監査役会又は監査役スタッフに必要となる研修費・教育費や図書費、日常必要とする交際費、事務消耗品費などを算出し、予算案としてまとめる。ただし、監査費用といえども会社の経費である以上、効率性及び適正性に留意し、いたずらに浪費とならぬよう、スタッフとしても留意する。

(ｂ)　常勤監査役の考え方の確認

①　予算案を作成する際、往査に関わる出張旅費(特に海外出張旅費)が大部分を占めることになるため、新年度の往査予定先について常勤監査役の考え方を確認する。

②　当該年度計画・実績差異理由及びその分析、往査予定先の選定理由・費用など予算案の内容並びに前年度の比較を説明できるようにまとめておく。

③　追加・変更の必要があれば予算案に反映させる。

【留意点】

新任監査役が選任された場合、研修等の教育費用等が通常より多く発生されることが見込まれるので、費用計上の際に勘案することが望ましい。

【各社の工夫】

海外子会社調査等のための海外出張旅費金額は金額が大きいので、海外出張を計画する場合は、訪問先(国)、時期等が可能であれば、訪問先と日程調整のうえ、四半期単位で予め想定して予算を策定している会社もある。

(ｃ)　予算管掌部門への提出
①　常勤監査役と調整した予算案を、予算管掌部門(経理又は財務部門等)に提出する
②　特筆すべき項目があれば、予算管掌部門に説明する。

(ｄ)　監査役会議案及び議事録作成(監査役会で予算案を決議した場合)

監査費用の予算案を監査役会で審議し、決議した場合は、「第４節３. (１)監査役会の招集・開催」、及び「(２)監査役会議事録作成と署名・記名押印」を参照。

【留意点】

ア．各社における監査計画策定時期によって異なるが、新年度の予算は監査計画に基づき策定されるべきものであるため、監査役会に予算を報告するタイミングは監査計画の審議の後が望ましい。
イ．常勤監査役非設置会社における留意点
常勤監査役非設置会社の場合、規模が小さく、往査費用等の監査費用が殆ど発生しないことも考えられる。ただし、監査費用の請求は監査役に付与された権限であり（法388条）、監査役監査をしっかりと行うためにも、監査費用の請求は行うべきであることに留意する。
【その他特記事項】

✍緊急又は臨時に支出した費用への対応(委員会設置会社の場合)

◆緊急又は臨時に支出した場合の対応

「緊急又は臨時に支出した費用」とは、例えば、①株主代表訴訟への対応のため、監査委員が弁護士と相談した場合等に発生する費用、②海外支店において不祥事が発生し、監査委員が海外担当の取締役の職務執行監査の一環として当該不祥事を調査するため、当該海外支店を訪問した際に発生する費用等、予算策定時に想定していなかった費用が該当することになる。このような臨時の費用が発生した場合、その都度、会社に費用を請求することになる。

◆委員会設置会社における対応例
委員会設置会社の場合、監査委員会が選定した監査委員は、遅滞なく、監査委員会の職務の執行状況を取締役会に報告しなければならないとされているので（法４１７条３項）、当該報告時に「緊急・臨時に発生する(あるいは、発生した)費用を、会社に請求する」旨の報告をする場合もある。
また、当該事象が海外出張の場合、帰国後最初に開催される取締役会において、当該出張の内容について報告する。

４．監査役報酬等の協議

A．監査役の業務とポイント

(ａ)　監査役(会)での協議と執行部門への通知

①　監査役の報酬等は、定款にその額を定めていないときは、株主総会の決議によって定める(法３８７条１項)。また、監査役が２人以上ある場合において、各監査役の報酬等について定款の定め又は株主総会の決議がないときは、当該報酬等は、前項の報酬等の範囲内において、監査役の協議によって定める(法３８７条２項)。

なおこの「監査役の協議」とは、必ず監査役全員の意見の一致が必要である。

②　監査役間で協議する場合、一般的には、株主総会で決議された監査役報酬限度額「一事業年度○○○円以内」の範囲において、毎年、定時株主総会終了後に協議する場合が多い。

③　協議結果を「協議書」として作成し、代表取締役に提出する。

(ｂ)　協議の方法

①　報酬等の協議にあたっては、監査役会議長、常勤・非常勤の別、職務の分担の状況、取締役の報酬等の内容・水準などを考慮して検討する。あるいは、各社において役員内規及び役員報酬委員会等で役員報酬体系が決定されており、それを受けて監査役内規等で監査役の報酬のレンジが定められており、その範囲において、監査役間で協議して決める場合もある。

②　監査役報酬等の協議は監査役全員が一堂に会して行うほか、各監査役が個別に協議して結果として監査役全員が同意する運用も可能である。

③　監査役全員が一堂に会する機会である監査役会に、決議事項として監査役の報酬等の決定を付議することは可能であるが、「監査役の協議」は監査役全員の意見の一致が必要であるため、この場合でも監査役全員の賛成が必要となる。通常の決議の要件(在任監査役の過半数の賛成)によって決めることはできない。
【その他特記事項】

ア．監査役は、経営から独立した機関であり、取締役が監査役の報酬を決定すると、取締役の職務執行を監査する責務を十分に果たせない可能性が高くなる。法３８７条２項の規定は、それを避けるために設けられた、監査役の独立性を確保する趣旨の規定である
。

イ．なお監査役は、株主総会において、監査役の報酬等について意見を述べることができる(法３８７条３項)と定められている。詳細については、「第６節Ⅰ．２．監査役報酬に関する株主総会での意見陳述」を参照のこと。

【機関設計による違い】

　　　　(1)委員会設置会社

委員会設置会社は、法４０４条３項に基づき、取締役(含む執行役)の個人別の報酬等の内容を、すべて報酬委員会の決議をもって決定する (定款並びに株主総会決議で決定することはできない)。
       (2) 子会社特有
子会社が100%子会社の場合、監査役の報酬は、（親会社の役員報酬等を基準に）ほぼ決まっているケースは多いが、「監査役報酬等の協議」は、会社法に規定された権限であるので(会387②)、監査役が二人以上で、定款又は株主総会決議で各監査役の報酬等について定めていないときは、協議しなければならないことに留意する。
また、子会社が100%子会社以外の場合、例えば、買収された会社・合弁で設立された会社等は、親会社の意向に従うことなく独自に決定するケースもあると考えられるが、上記(ｂ)に記載されている通りに、協議することとなる。
✍監査役のその他報酬例
◆監査役の賞与

会社法上、賞与の支給を禁止する規定はなく、取締役と同様、賞与を含む「報酬等」が支給され得ることが明文で規定されているから、株主総会の決議(法３８７条)により、賞与を支給することもできるものと解される
。

◆監査役の業績連動型報酬

会社の業績に応じて報酬のうえ限額が変動する報酬(法３６１条１項２号)については、定額として報酬のうえ限額を定めれば、その範囲内で業績連動型報酬制度の採用を工夫することは可能であり
、実際に採用している会社もあるが、取締役の場合と異なり、経営の意思決定に参画しない職務の監査役には必ずしも適合しないように思われる。

◆監査役の現物報酬

「報酬等」の定義の中には財産上の利益がすべて含まれ、金銭に限定されておらず、また、現物であっても額が確定している場合はあり得るから、その限りにおいて、監査役の現物報酬は、会社法の規定に反するものではない。

なお、監査役については、取締役の報酬等のうち金銭でないもの(法３６１条１項３号)に該当する規定は置かれていないが、これは、監査役の現物報酬を禁止する趣旨ではなく、監査役の報酬については、同条２項の取締役の現物報酬等を相当とする理由の説明義務が生じないことを表しているに過ぎない
。

B．スタッフの業務とポイント

①　監査役の報酬等に関して、定款の定め、株主総会の決議内容、社内規定を確認しておく。

②　監査役が監査役報酬等の協議を監査役会にて監査役全員で行うか、個別に協議して結果として監査役全員の同意を得るか、いずれの方法で協議するのかを予め確認しておく
。

③　監査役会を開催する場合、監査役会開催事務を行う。

(監査役会開催については「第４節３．監査役会の招集・開催、議事録作成」を参照)

④　協議された監査役の報酬等について、定款の定め、又は株主総会で決議された報酬総額の範囲内であることを確認する。

⑤　協議の結果を証跡として残すため、監査役の指示に基づき報酬協議書を作成し、各監査役の記名押印後、代表取締役(執行部門)に提出する。

⑥　代表取締役(執行部門)に提出した報酬協議書の謄写を保管する。

【各社の工夫】

監査役報酬等協議のための監査役会を開催する場合で、監査役全員が出席できないときの具体的な対応例を以下に示す。

ア．監査役会議長(常勤監査役)が当日欠席の監査役と事前に面談し、監査役報酬の原案についての説明を行う。

イ．監査役会で議長より、「監査役報酬の原案について欠席の監査役より事前同意書を入手しており、本監査役会にて協議が行われることにつき同意を得ていること、また、本監査役会での審議の結果についても監査役会終了後に議長より欠席監査役に報告を行い、同意を得ること」を説明し、審議を行う。

ウ．次回以降の監査役会で議長より、欠席の監査役に協議結果を報告する。

エ．上記手順を踏まえて、監査役全員の協議の結果として、監査役の報酬に関する協議書を代表取締役に提出する。

第２節 期中業務

Ⅰ．業務監査
１．重要な会議への出席
(１)　取締役会への出席・意見陳述
	根拠条文：法３８３条1項


①　監査役は、法３８３条１項により取締役会に出席し意見陳述する義務がある。

②　監査役は、取締役会以外にも、法３８１条２項の業務財産調査権により、重要な意思決定の過程及び業務の執行状況を確認するため、すべての会議に出席できるが、効率的な監査活動を遂行する観点から、重要な会議を選定し、監査役全員又は監査役間で選定した監査役が出席する。
A．監査役の業務とポイント

A－１．取締役会への出席・意見陳述の目的

①　監査役は、取締役会に出席する義務があり、必要と認められる場合は、意見を述べなければならない。監査役の出席・意見陳述義務は、平成１３年の商法改正において、コーポレートガバナンスの実効性を確保するための一環として、監査役の取締役会に対する監視機能を強化するため、制定されたものである。

②　取締役会への出席は、取締役の職務遂行を監査する際の最重要の監査項目である。なぜなら、監査役は、取締役会において、取締役の主要な義務・責任のうちのかなりの部分について、その履行状況を、実際に確認し、事後監査のみならず、違法・不当な業務執行を未然防止する事前監査の役目を果たすことができるからである。

A－２．取締役会出席時のチェックポイント

監査役は、以下の点を確認する。

①　取締役会が法令・定款及び取締役会規則等の社内規定に沿って適正に運営されているか。

(招集・定足数・決議事項の適正性、決議の有効性：法３６８条、３６９条)

②　取締役会の専決事項は決議されているか。

(代表取締役選定、重要な財産の処分・譲受け、多額の借財、重要な使用人の選任・解任、重要な組織の変更・廃止、社債募集の重要事項、内部統制に関する決議、定款に基づく役員等の責任免除：法３６２条)
ただし、特別取締役による取締役会が設置されている場合は、監査役の互選により、この取締役会に出席する監査役が定められ、この取締役会の専決事項は、重要財産の処分・譲受け、多額の借財のみである。
③　取締役の業務執行状況―報告取締役会に３ヶ月に１回の報告義務違反はないか。(法３６３条２項、３７２条２項)

④　取締役の善管注意義務・忠実義務違反はないか、決議・報告事項を通して、経営判断原則に則した判断(意思決定プロセス)がなされているか。(法３５５条、３５７条、民６４４条)
⑤　利益相反取引・競業取引等がある場合、取締役会の承認・報告が実施されているか。(法３５５条～３５７条、３６５条、３３０条、民６４４条)
A－３．取締役会出席の事前準備

①　取締役会事務局から取締役会議案を事前に入手し、取締役会付議基準等の社内規則に則って付議されているか確認する。

②　必要に応じて取締役会事務局や起案部署から説明聴取する等により、取締役会議案のうち、重要な案件を事前に確認する。

③　取締役会議案内容について、全監査役は、取締役会事務局や起案担当部署から、事前に説明を聴取することが望ましい。特に社外監査役は主な発言内容が事業報告に記載されるため、取締役会に出席する前に付議される経緯・内容を理解する必要があるので、事前に説明を聴取すべきである。

④　取締役会議案が事前にりん議(社長)決裁されている場合、監査役は、りん議(社長)決裁書の閲覧により内容を確認する。

⑤　緊急に臨時取締役会が開催される場合、係る議案の検討期間が短いなどの事情が生じているときであっても、当該議題の内容が十分に理解できるか、招集手続きに不備等はないか、招集に至るまでの取締役の意思決定プロセスに瑕疵がないかなどを確認する。

この場合、適法性が確保されないおそれがあると判断されるときは、監査役から取締役会事務局担当の取締役又は取締役会議長にその旨を連絡し、必要な改善を求める。

【機関設計による違い】
✍取締役会への出席

監査委員は取締役であるので、当然、取締役会に出席する義務と権利を有し、また議決権を有している。したがって、監査役のように取締役会での意見陳述の義務はないが、取締役会で決議・報告される事項に対して、審議し、妥当性を検討し、議決権(場合によっては議決に賛成しないことを含む)を行使することができる。

なお、法４１７条３項により、委員会がその委員の中から選定する者は、遅滞なくその委員会の職務執行状況を取締役会に報告する義務があるため、取締役会で決議・報告される事項のみならず、監査委員会として執行役等の職務を監査した結果、例えば執行役が業務執行を決定するための会議(経営会議等)について出席した結果を報告する義務を負っているとともに、業務の決定の妥当性などについても意見を述べることができる。

このように、監査委員は監査役と同等の義務と権利、取締役としての義務と権利の両者を併せ持っており、監査委員ではない取締役よりもより善管注意義務が課せられていると考えられる。

【参考】

◆委員会設置会社の取締役会

委員会設置会社の取締役会は、法４１６条１項及び４項各号に規定される事項(取締役会専決事項)を除き、取締役会決議によって業務執行の決定を執行役に委任することができ(法４１６条４項本文)、また取締役は、業務を執行することができない(法４１５条)。一方、執行役は、取締役会決議によって委任を受けた業務の執行を決定し、実際の業務の執行をする(法４１８条)。

このように委員会設置会社は、取締役と執行役に監督と業務執行の権限を厳格に分離しており、取締役及び取締役会は、経営の基本方針の決定、内部統制システムの整備に関する決議、委員の選定・解任、執行役の選任・解任など、会社の根幹に関わる事項の決定と、執行役及び取締役の職務の監督に限定されている(ただし執行役が取締役を兼務することができる(法４０２条６項)が、その場合、監査委員となることはできない(法４００条４項))。

なお委員会設置会社以外の取締役会設置会社の業務執行取締役は、３ヶ月に１回以上、自己の職務の執行の状況を取締役会に報告する義務があり(法３６３条２項)、またこの報告は省略することができないが(３７２条２項)、委員会設置会社には業務執行取締役が存在しないため、業務を執行する執行役に自己の職務の状況を取締役会に報告する義務が課せられている。他の執行役を代理人として報告することができる(法４１７条４項)が、やはりこの報告は省略はできない(法３７２条２項・３項)。

◆監査委員会の職務

監査役は独立した会社の機関であるが、これに対応するのは監査委員会であり、個々の監査委員は独立の機関ではなく、監査委員会として監査役と同様に、執行役等(執行役及び取締役)の職務執行を監査し、監査報告を作成する義務を有する。しかしながら、監査委員のほとんど、あるいは全員が社外取締役であることも想定される(取締役会の過半数は社外取締役であり、委員はこれら社外取締役も含めた取締役全員の中から選定される)ことから、監査委員会が選定する監査委員が、執行役等・使用人からの報告聴取や会社の業務及び財産の調査、子会社の業務及び財産の調査などを行う(法４０５条)。

◆常勤監査役非設置会社のポイント
監査役は取締役会に出席する義務があることに留意し、例えば臨時に取締役会が開催され、子会社が遠方で、出席が難しい場合でも、電話会議・ＴＶ会議で取締役会を開催してもらう等、できる限り出席するための工夫をする必要がある。
B．スタッフの業務とポイント

B－１．スケジュール調整
①取締役会事務局から取締役会(年間)スケジュールを入手し、監査役会年間スケジュールと調整する。取締役会事務局からできる限り長期のスケジュール(６ヶ月～１年間)を入手する。

②監査役会の年間スケジュールは、期末における株主総会スケジュール(監査報告作成日等)とも密接に関連していることに留意して調整する。

③社外監査役の出席率が向上するように、事前に社外監査役が出席できない日程を確認し、取締役会事務局に連絡する。

④臨時取締役会が開催される場合は、事前に社外監査役及び非常勤監査役に連絡のうえ、出欠の可否を確認し、監査役及び取締役会事務局に対してその結果を連絡する。

⑤監査役にスケジュールを連絡することになっている場合は、スケジュールが確定次第、監査役に開催日時、場所を報告する。

⑥必要に応じて取締役会の開催前に監査役の出欠を確認のうえ、取締役会事務局へ報告する。

【留意点】

ア．取締役会開催スケジュールは監査役会と密接に関わることから、監査役会の日程についても確定し、参考までに取締役会事務局にその日程を連絡する。
イ．社外監査役及び非常勤監査役の出席できる日程を考慮し、取締役会開催日程と絡め、監査役会、会計監査人の四半期レビュー説明の日程も併せて、監査役会の年間スケジュールを調整、確定、報告することが望ましい。
【各社の工夫している事例】

監査役は、取締役会の直前に監査役会を開催して、取締役会議案を事前検討し、監査役会としての意見を取締役会で述べることがある。

B－２．招集手続きの適法性に関わる確認

　　　①　所定の期間内に招集通知を取締役会事務局から送付してもらう。

　　　②　取締役会開催の都度、法令又は定款に定める招集通知の期間に則り招集通知が発送されているかを確認する。同時に、監査役に招集通知が届いているか監査役に確認する。

　　　③　緊急に臨時取締役会を開催する場合、監査役が付議される議案内容の検討期間を十分確保し得ないときは、取締役会事務局に理由を確認する。この場合、適法性が確保されないおそれがあると思われる事情が生じているときは、監査役から取締役会事務局担当の取締役又は取締役会議長にその旨を連絡し、必要な改善を行うよう、進言してもらう。

【各社の工夫している事例】

取締役会の招集手続きは、すべての点において瑕疵がないことを、顧問弁護士に確認してもらっている。(外資系会社に多い。)

Ｃ．判例

◆招集通知先

取締役会の招集通知は、取締役全員に対して発しなければならず、単に名目的取締役の地位にあるに過ぎない者に対しては通知を要しないという理由はない。(最判昭４４．１２．２)

◆一部の取締役に招集通知を欠いた場合

取締役会の開催にあたり、取締役の一部の者に対する招集通知を欠くことにより、その招集手続きに瑕疵があるときは、特段の事情がない限り取締役会決議は無効であるが、その取締役が出席してもなお決議の結果に影響がないと認められるべき特段の事情があるときは、右瑕疵は決議の効力に影響がないとして、決議は有効になる。(最判昭４４．１２．２)

◆定款等の定めとの関係

定款・取締役会規程等に取締役会の招集通知は書面でなし、右通知には、会議の目的事項を記載すべき旨規定しているとしても、取締役会において右招集通知に記載されていない事項について審議又は決議することを禁じているものと解することはできず、したがって招集通知に議題として記載されていない事項である代表取締役社長の解任・選任の取締役会決議は違法ではない。(名古屋高判平１２．１．１９)

◆定例取締役会

取締役全員が業務執行について協議決定した時は、特に招集手続きを省略する旨の明示の同意がなくても、適法に取締役会の承認を得たと解してよい。例えば毎月一定の日、一定の時刻に一定の場所で開催する定例取締役会は、この方法で開催することができる。(最判昭３１．６．２９)

B－３．取締役会への出席・意見陳述に関わる対応

スタッフは、以下の業務を行う。

①　取締役会事務局から取締役会資料を事前に送付してもらい、監査役に配付する。

②　必要に応じて、取締役会議案が、取締役会付議基準等の社内規則に則って付議されているかどうかを確認し、適法性を確認のうえ、速やかに監査役にその結果を報告する。適法性が確保されないおそれがあると思われるときは、監査役から取締役会事務局担当の取締役又は取締役会議長にその旨を連絡し、必要な改善を行うよう、進言してもらう。

③　監査役が事前説明を求めた場合は、担当取締役等から説明聴取の場を設定する。この場合、監査役の指示に基づき、スタッフも同席し、必要に応じて備忘録を作成する。

④　取締役会事務局が監査役に議案の事前説明を行う場合は、日程を調整する。この場合、監査役の指示に基づき、スタッフも同席し、必要に応じて備忘録を作成する。

【留意点】

取締役会の招集通知の発送は１週間前まで(それより短い場合は定款で定めた日数(法３６８条))となるので、担当取締役等から説明聴取を受ける場合は、短期間であることに留意する。

B－４．取締役会に関する文書等の保管・管理

①監査役監査実績表を作成し、取締役会への監査役の出席状況について、監査役会・監査役監査往査等と併せて実績を保管・管理する。

②取締役会資料・取締役会議事録(写)及び備忘録を保管・管理する。

【各社の工夫】

ア．取締役会の直前に監査役会を開催して、取締役会の議題を事前検討する場合は、スタッフは全監査役と監査役会の日程を調整する。
イ．取締役会の議案内容に関して特定の法令や制度を前提とするケースや、ビジネスのグローバル化を踏まえた海外拠点の問題、及び海外関連の取引等に関する問題等に対応するため、タイムリーな事例をもとに弁護士を講師として役員対象の研修会を定期的に実施している。
《例》合併等に関する法令上の留意点
・公正取引委員会の立入検査を受けた場合の対応
・虚偽記載と課徴金
・外国公務員への贈収賄
・海外拠点のリスク管理(現地法令と国内法)

ウ．監査役の取締役会出席状況に関する記録管理の対応において、発言状況については取締役会事務局から、詳細な議事録の受け入れと録音テープによる内容の確認を行っている。
エ．スタッフは、監査役が取締役会開催後に議案に関する調査を指示した場合は、調査に関しては期限を明確にしたうえで、実行可能な範囲で公開情報、書類や社内データベースの閲覧や提供の要請、起案部門や関連部門等からのヒアリングを行い、必要に応じ、社内の法務・会計・人事等や外部識者から専門的な判断を仰ぐ。また、監査役が問題ありと判断した場合は、これらの部門から報告聴取の場を設定する。報告聴取の場には極力スタッフも同席し、監査調書(案)を作成する。また、スタッフは、調査結果について監査役に随時報告し、調査内容に追加・修正が必要な場合はこれを実施のうえ、監査調書(案)を作成し、監査役に提出する。

【常勤監査役非設置会社におけるスタッフ業のポイント】

上述の通り、監査役には取締役会への出席義務が課せられている。従って、スタッフは、監査役が直接取締役会事務局と日程調整しているか確認し、監査役が直接日程調整を行っていない場合、監査役が取締役会に出席できるように日程の調整を行うことは重要な業務であり、取締役会の年間の開催スケジュールを事前に入手し、監査役に相談するなどして日程を調整することが必要となってくる。

また、「アンケート結果」によると、監査役の指摘事項のフォローアップを行っているスタッフの割合が多くなっている。これは、監査役を補佐するスタッフは、内部監査部門のスタッフが兼務しているケースが多く、スタッフが、内部監査部門の業務を行っている際、監査役の指摘事項へのフォローアップを図っているケースが多いものと考えられる。また、付議事案の事前入手を行っているスタッフの割合も高くなっており、以上の点からすると、非常勤監査役が効率的・実効的な監査が行えるよう、スタッフは、付議事案の事前入手と監査役の指摘事項のフォローアップを行うことが望ましいと考える。

尚、「監査役の指摘事項のフォローアップ」に関しては、総務部門、あるいは、財務・経理部門のスタッフが兼務している場合でも、日頃の業務を通じて確認できる事項も数多くあると思われるので、監査役スタッフは、監査役の指摘している事項を確認した上で、日々の業務に当たることが望まれる。
【その他特記事項】

監査役の取締役会出席状況に関する記録管理：海外議決権行使助言会社(ＩＳＳ、プロクシーガバナンス)の評価基準に満たない出席率(７５％)の場合、同会社より合理的な説明がない限り、株主に対し、社外役員の再任議案に反対推奨をされる場合がある。
(３)　経営会議(常務会)への出席

	根拠条文：法３８１条２項


A．監査役の業務とポイント

A－１．経営会議(常務会)等に出席する目的

多くの会社では、取締役会とは別に経営会議(常務会)等(以下、「経営会議」という。)の名称による経営に関わる取締役社長の諮問機関が存在する。会社経営において、数多くの案件がある中で、すべての案件を取締役会に付議し、実質的な審議をすることは時間的な制約があることから、案件の実質的な審議は経営会議で行う会社も少なくない。この場合、監査役は、重要な意思決定の過程及び会社業務に関する種々の情報や潜在的な会社のリスク等を確認するために、経営会議等に出席するべきである。

A－２．経営会議に出席する場合のチェックポイント

①　職務の分担に従って経営会議に出席する監査役は、事前に議案を調査し、適法性が疑われる議案がないか、リスクに対する対応は万全か、意思決定プロセスは合理的か、経営会議規程(付議事項等)等の社内手続きに則って付議されているかを確認する。議案又は資料に不備等が発見された場合には、担当事務局に助言・勧告する。

②　経営会議に付議される議案等について、必要があるときは、事前に担当取締役等から説明を受ける。

③　出席した監査役は、必要に応じて監査役会に経営会議の審議内容を報告し、全監査役と情報の共有化を図る。

④　監査役が経営会議に欠席した場合は、経営会議担当事務局(以下、「事務局」という。)から、都度、資料及び経営会議における重要な質疑応答の概要の説明を聴取する。

【留意点】

監査役が経営会議に出席できないことになっている場合は、事務局から、都度、資料及び経営会議における重要な質疑応答の概要の説明を聴取することが望ましい。

【常勤監査役非設置会社におけるポイント】

経営会議等重要な会議には、極力出席することが必要であり、グループ内調査結果でも、非常勤監査役は、重要な会議を取締役会の前後に設定してもらう、あるいは、電話会議により参加する等、できるだけ出席するように工夫している事例が見られる。
B．スタッフの業務とポイント

B－１．経営会議運営事務局との連係
①　事務局に年間の経営会議スケジュールを確認のうえ、職務の分担に従って経営会議に出席する監査役と日程を調整する。常勤監査役全員が出席する場合や、常勤監査役が交代で出席する場合があり、欠席する場合は、別の監査役に出席してもらう。

②　また、期中において経営会議スケジュールの変更は起こり得ることから、スケジュールが確定次第、都度、担当事務局から、監査役並びにスタッフに対して開催日時、場所を通知してもらうようにする。

③　担当事務局に経営会議資料の閲覧方法とルートを確認する。監査役の指示に基づく対応ができるよう、資料はスタッフも閲覧できるように手配する。

④　回覧方法がデータベースによる場合は、担当事務局に閲覧者の閲覧権限の付与手続きを実施する。回覧方法が紙又は電子ファイルの場合は、配信先として閲覧者を登録してもらうなど、確実に資料が回覧されるよう手配する。

⑤　監査役が経営会議に欠席した場合は、担当事務局の説明者から、資料及び経営会議における重要な質疑応答の概要の説明日程を調整する。

【各社の工夫】

取締役会と同日に経営会議が行われる場合、招集通知や議題一覧表及び会議資料等は、取締役会の分と同時に受領して両方の内容を突合している。

B－２．議案等に対する調査対応等
①　監査役からの要請に対応できるよう、経営会議等の資料を閲覧し、必要に応じて、適法性が疑われる議案がないか、経営会議規程(付議事項等)等の社内手続きに則って付議されているか議案・内容を確認する。なお、問題があることを認識した場合には、監査役にその旨を報告し、監査役の指示に基づいて担当事務局と内容確認の場を調整する。この場合、スタッフも同席のうえ、備忘録を作成する。

②　経営会議開催前に、監査役の指示により、担当取締役等からの説明を要する場合は、スタッフは担当取締役等から監査役への説明の場を手配する。説明にはスタッフもできるだけ同席し、必要に応じて監査調書案(メモ等)を作成する。監査役が直接説明を受けるほどではないが、確認しておきたい程度の場合には、スタッフが担当部署へ出向き、直接担当者から説明を受け、監査役に報告する。

③　経営会議資料及び備忘録・監査調書を保管・管理する。
(４)　その他重要会議への出席

	根拠条文：法３８１条２項


A．監査役の業務とポイント

A－１．その他重要会議に出席する場合のチェックポイント

①　取締役会、経営会議以外の重要会議(以下、「その他重要会議」という)への出席については、監査役は、会議の重要度と監査の観点、また監査役の職歴(経理系／営業系／技術系)等を総合的に勘案して決定された監査役の職務分担に基づき出席する。出席するその他重要会議において監査役は、案件に法令又は定款違反はないか、意思決定プロセスが合理的かどうかなどについて監査することが基本である。

②　その他重要会議に取締役が出席する場合は、当該会議において、組織、手続き、社内規則・規程並びに内部統制システムの構築・運用状況などについて、取締役の管理監督機能が果たされているか確認する。

③　適法性が疑われる議案、その他内容を確認する必要がある場合は、事前に担当事務局から内容に関し報告を聴取する。また、会議開催後も監査役が問題等を感じた場合は担当取締役等から説明聴取する。

④　出席した監査役は、他の監査役にその他重要会議の資料を回覧するとともに、必要に応じて監査役会にその他重要会議の審議内容を報告し、全監査役と情報を共有する。

⑤　監査役は、スタッフによる代理出席が可能な会議である場合は、代理を指名して出席させることがある。

A－２．その他重要会議の主な事例

①　代表取締役及び取締役が出席する重要会議

予算策定・決算報告の事前会議、投融資会議、技術製造会議、研究開発会議、マーケティング会議、販売会議、環境・エネルギー会議、保安防災・安全会議、デリバティブ委員会、災害対策委員会ほか

②　内部統制システムに係る重要な会議・委員会等

内部統制委員会、リスク・マネジメント委員会、コンプライアンス委員会、危機管理委員会、品質管理委員会ほか

③　その他情報収集のため必要な会議等：事業本部長・支店長会議

【常勤監査役非設置会社におけるポイント】

コンプライアンス委員会・リスク管理委員会等重要な会議には、極力出席することが必要であり、グループ内調査結果でも、非常勤監査役は、重要な会議を取締役会の前後に設定してもらう、あるいは、電話会議により参加する等、できるだけ出席するように工夫している事例が見られる。
B．スタッフの業務とポイント
(ａ)　事前の準備

①　監査役と確認のうえ、都度、監査役が出席すべき重要会議を見直す。会議が新設される場合には、その会議の設置目的や審議内容を調査し、監査役に出席するかどうかを確認する。

②　担当事務局に年間の会議スケジュールを確認のうえ、業務の分担に従ってその他重要会議に出席する監査役と日程を調整する。スタッフが出席する場合は、その旨を担当事務局に連絡する。

③　担当事務局に会議資料の閲覧方法とルートを確認し、資料は監査役とともにスタッフも回覧できるように手配する。回覧方法がデータベースによる場合は、担当事務局に閲覧者の閲覧権限の付与手続きを実施する。なお、回覧方法が紙又は電子ファイルの場合は、配信先として閲覧者を登録してもらうなど、確実に資料が回覧されるよう手配する。

④　会議に欠席した場合は、必要に応じて担当事務局からの説明聴取のスケジュール調整を行い、説明を聴取する場を設ける。

(ｂ)　議案等の確認及び調査手配

①　会議資料等を担当事務局から入手のうえ、議案及び議事内容を確認する。適法性が疑われる議案や社内手続き等に問題があることを認識した場合には、監査役にその旨を報告し、監査役の指示に基づき担当事務局と内容確認の場を調整する。この場合、スタッフも同席のうえ、備忘録を作成する。

②　会議終了後、監査役の指示により、担当取締役等からの説明を要する場合は、スタッフは担当取締役等から監査役への説明の場を手配する。説明にはスタッフもできるだけ同席し、必要に応じて監査調書(案)を作成する。監査役が直接説明を受けるほどではないが、確認しておきたい程度の場合には、スタッフが担当部署へ出向き、直接担当者から説明を受け、監査役に報告する。

③　スタッフが出席する場合は、速やかに監査役へ審議の経過や質疑応答の内容を報告する。

(ｃ)　その他重要会議に関わる文書等の保管・管理

その他重要会議会議資料及び備忘録・監査調書を保管・管理する。
２．代表取締役との会合

	根拠条文：法３８１条２項


監査役として、取締役の職務の執行を監査することにより、企業の健全で持続的な成長を確保し、社会的信頼に応える良質な企業統治体制の確立に努める職責を果たすため、代表取締役と定期的な会合を持って、監査に必要な情報を入手し相互に意見交換を行うことは不可欠であるといっても過言ではない
 。
A．監査役の業務とポイント

A－１．代表取締役と会合をする目的

①　監査役が主体となり、社内外に対して経営上の一切の権限を有し、かつ、取締役をまとめる立場である代表取締役(経営トップ)に対して開催を要請する会合であり、監査役と代表取締役間で意見交換を行うことにより、監査役の業務監査・会計監査に役立つ情報収集を行うほか、経営上の懸念事項について監査役から代表取締役に伝達し対処を求める場である。

②　代表取締役(経営トップ)としての経営姿勢やリスク認識を確認するよい機会である。

③　代表取締役と、会合を通じて忌憚のない意見交換を行うことにより、相互認識形成と信頼関係を構築しておくことは、監査役の監査環境を整備するうえで、重要である。特に、株主の負託を受けている監査役と、経営トップとのコーポレート・ガバナンスに関する意見の一致を見ることは非常に重要である。

A－２．会合における主な議題

◆監査方針、監査計画、重点監査項目の説明
◆期中における業務監査結果

◆監査役監査の実施状況とその結果についての報告（役職員からの報告聴取、国内事業所への往査、子会社の調査・確認に関わる結果を含む）
◆特別に実施した調査等の経過及びその結果についての報告
◆代表取締役の経営方針
◆取締役からの監査役会への報告事項についての協議
◆会社が対処すべき課題、会社を取り巻く経営リスク等についての意見交換
◆法令等遵守体制、損失の危険管理体制、情報保存管理体制等を含む内部統制システムの構築・運用状況についての意見交換

◆監査役会の要望・指摘事項
◆監査職務の円滑な遂行、監査の実効性確保のための監査体制についての意見交換
◆監査役監査の環境整備事項に関する取締役への要請及び意見交換
A－３．会合出席時のチェックポイント

①　効率よく的確な情報を得る機会とするため、事前にテーマを準備することが望ましい。

②　常勤監査役のみが会合に出席する場合でも、常勤監査役は監査役会においてその旨を報告し、テーマについて協議することが望ましい。

③　非常勤(社外)監査役も定期会合に出席する場合は、非常勤(社外)監査役に、長年養われた深い知識と経験を踏まえて、社内の制約に捉われない自由で忌憚のない意見を述べてもらうことに留意する。

④　経営トップに失言や本音がでても無用な心配をかけさせないよう、議事録を作成する場合はポイントのみにとどめ、またスタッフが同席する場合は１名に絞る等の配慮が必要である。
⑤　常勤監査役のみが会合に出席する場合は、その内容を監査役会で報告し全監査役と情報を共有化する。

【機関設計による違い】
ア.委員会設置会社の場合、会社の業務の執行を行うのは執行役であり(法４１８条)、監査委員は、代表執行役と定期的に会合を行い、経営方針や課題について確認する。
イ. 監査役会役非設置会社・常勤監査役非設置会社の場合、取締役会の前後に面談の機会を設ける等、代表取締役との面談を重要視している事例が多く見られる
B．スタッフの業務とポイント
①　年間開催日程を役員秘書関連部署とスケジュール調整する。
②　全監査役が定期的会合に出席する場合、スタッフは、非常勤(社外)監査役の秘書等に年間スケジュールを連絡する。
③　監査方針及び監査計画等に基づいて、定期的会合に出席する監査役と会合テーマを調整する。

④　監査役の指示に基づき、代表取締役への報告資料など会合に関わる資料を作成する。
⑤　スタッフが会合に同席する場合は議事録を作成する。なお、テーマによっては議事録を残さない場合もあるため、スタッフは、会合を実施した開催日時・場所・議題・資料等を記録しておくようにする。

⑥　また、監査役の指示に基づき、会合において意見交換や協議した内容についてフィードバックするため、関連部署等と会合の場を設定する。

⑦　代表取締役との定期会合に関わる資料を保管・管理する。

【監査役会役非設置会社・常勤監査役非設置会社のスタッフ業務のポイント】

代表取締役との面談の主旨を踏まえ、代表取締役との会合記録(監査証跡・監査調書)が適切に作成されていることは重要であり、代表取締役との面談に同席した場合は、会合記録の作成補助業務を行い、同席していなかった場合、会合記録が適切に作成されていることを確認することが望ましいと考える。
その他、監査役とも相談の上、スタッフの兼務先の特性を活かして会合テーマ設定等の事前準備等を行うほか、事前資料の準備を行うことにより、実効的・効率的な監査役監査が行われるものと考えられる。
【留意点】

多くの会社は、内部統制システムに関する基本方針の「監査役監査実効性確保体制」において、監査役は代表取締役と定期会合する旨を明記しており、監査役は代表取締役との定期会合を行わなければならないことに留意する。法令上、留意すべき条文は、《施規９８条４項３号、施規１００条３項３号、施規１０５条２項３号》である。
【各社の事例】
◆年３～４回開催(監査計画・期中監査結果、期末監査結果時など)している。
◆非常勤(社外)監査役の知見をもって確認できるようなテーマも含めるようにしている。
◆様々な事例を通して監査役監査の最新動向やスキルを代表取締役に紹介して、監査役監査への理解度を深めてもらっている。
◆正確性を期すため、録音採取後のうえ、開催記録を作成している。
◆監査委員会としては、年に１回代表執行役から説明を聴取している。
◆定期的会合には、監査役全員のほかに、社外取締役(独立役員)も参加している。

◆代表取締役のうち社長のみが参加し、会合の内容は公開せず、議事録の代わりに開催記録のみを残している。

◆会合は原則として、２ヶ月に１回・１時間の開催とし、半期に１回は非常勤監査役も含める。

３．重要書類の閲覧
【概要】
1 重要書類の閲覧は、法３８１条２項の業務財産調査権に基づく、監査役の基本的かつ重要な監査の方法の一つである。

2 監査役は、取締役の職務の執行について、社内手続き等に問題はないか、また内部統制システムの整備・運用の状況の観点から、社内手続きや重要書類の保存管理体制の状況に問題はないかなどを調査するために重要書類を閲覧する。

3 監査役は、重要書類を閲覧し、必要に応じて取締役等に説明を求め、また助言・勧告を行う。

【機関設計による違い】

ア．監査役設置会社では、監査役が経営の意思決定や業務執行を監査するのに必要なすべての調査ができる権限を有している(法３８１条２項)のに対し、委員会設置会社の場合は、監査委員会が選定する監査委員に同様の権限が与えられている(法４０５条１項)。りん議決裁書等の閲覧は監査委員会が選定する監査委員が行うほか、監査委員会の職務を補助すべき取締役(施規１１２条１項１号)が行うことも考えられる。

イ．委員会設置会社においては、「執行役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制」(施規１１２条２項１号)は、執行役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株式会社の業務の適正を確保するために必要なものとして取締役会が決議する事項の１項目である。
ウ. 監査役会役非設置会社・常勤監査役非設置会社においては、取締役会の前後の時間を利用して実施している事例が見られる。また、各社の事例として、以下のものがある。
· 親会社の執行部門(部長・課長クラス)が非常勤監査役を兼務しているケース：チェックリストに沿って監査を行わせており、チェックリストは年４回定期的に確認している。
· 親会社の監査役スタッフが非常勤監査役を兼務しているケース：子会社の決裁書類（りん議書）のデータベースにアクセスし、部長職以上の承認案件の決裁書（りん議書）について内容を確認し、必要に応じて責任者に決裁案件の内容について説明を求める。
【スタッフ業務のポイント（総論）】
非常勤監査役が監査役監査活動の時間が限られていることを踏まえ、例えば、非常勤監査役が、取締役会の前後に重要書類の閲覧を行う場合、当該重要書類を取り寄せておくとか、非常勤監査役から指示があった場合、スタッフが重要書類の閲覧を行い、閲覧結果を監査役に伝える等の業務を行うことが考えられる。
· 『取締役会議事録の閲覧』、『りん議決裁書の閲覧』、『その他の書類等の閲覧』に関する個別具体的な監査役の業務とポイント、スタッフの業務とポイントについては、「監査役監査活動とスタッフ業務（平成23年9月8日 日本監査役協会 本部監査役スタッフ研究会）」のｐ４８～ｐ５２をご覧ください。
４．役職員からの報告聴取

【前提】

①　役職員とは事業部・本社各部門・事業所等の取締役及び使用人(以下、「役職員」という。)をいう
。

②　法３８１条２項の規定により、監査役は、いつでも役職員に対して事業の報告を求め、又は業務及び財産の状況の調査をすることができる。会社は取締役からの委任に基づいて、事業部長・本社各部門長又は事業所長が業務を執行していることから、監査役は、取締役の職務の執行状況及び取締役の管理監督機能が十分に機能しているかどうかなどの観点から監査する。(事業所長等からの報告聴取は、「第２節Ⅰ．５．実地調査(往査)の実施」を参照)

③　本項目「役職員から報告聴取(任意報告の受領)」では、以下のとおり区分する。

・役職員からの定例報告(業務執行及び財産保全の状況)

・役職員からの非定例報告(リスク情報：事件・事故・不祥事、法令違反他)

・子会社の役職員からの報告聴取(任意報告の受領)

【機関設計の違い】

監査役設置会社では、監査役は経営の意思決定や業務執行を監査するのに必要なすべての調査ができる権限を有している(法３８１条２項)のに対し、委員会設置会社の場合は、監査委員会が選定する監査委員に同様の権限が与えられている(法４０５条１項)。役職員からの報告聴取は監査委員会が選定する監査委員が行うほか、監査委員会の職務を補助すべき取締役及び使用人(施規１１２条１項１号)が行うことも考えられる。

【監査役非設置会社・常勤監査役非設置会社のポイント（総論）】
◆ 監査役の業務とポイント

取締役会の前後に面談している事例が確認されている。監査役監査を行う上で、キーとなる役職員との面談は重要であると考える監査役が多いものと考える。
◆ スタッフの業務とポイント

監査役監査活動の時間が限られていることを踏まえ、非常勤監査役とも相談し、事前資料の準備、同席・監査調書案の作成等を行う。

尚、「アンケート結果」によると、面談に関わる資料の作成（資料依頼を含む）と監査役の指摘事項等のフォローアップを行うスタッフの割合が高くなっている。これは、監査役を補佐するスタッフは、内部監査部門のスタッフが兼務しているケースが多く、非常勤監査役が、当該業務をスタッフに指示しているケースが多いことによるものと考えられるが、非常勤監査役の実効的・効率的な監査を補佐するため、監査役とも相談の上、面談に関わる資料の作成（資料依頼を含む）と監査役の指摘事項等のフォローアップのほか、証跡の整理・分析を行うことが望まれる。
· 『役職員からの定例報告』、『役職員からの非定例報告』、『子会社役職員からの報告聴取』に関する個別具体的な監査役の業務とポイント、スタッフの業務とポイントについては、「監査役監査活動とスタッフ業務（平成23年9月8日 日本監査役協会 本部監査役スタッフ研究会）」のｐ53～ｐ５9をご覧ください。
５．実地調査（往査）の実施

【実地調査(往査)の実施について(概要)】

◆実地調査(往査)とは

会社の業務全般の実情を把握するため、本社に限らず、本社の各部署や支店・営業所・工場などの事業所(以下、「往査先」という。)の現場に赴き、営業や操業の実態、損益・資産又は設備の状況、業務の執行状況の適法性・適切性、また、内部統制システムの構築・運用状況などを、監査役自らが、現物・現実を確認し、現場の責任者はもちろん、従事する担当者らの声を聞き、総体的な視点で実査（実際に現地に行って調査すること）や監査を行うことである。

◆実地調査(往査)に際しての監査役の業務

・監査役は、取締役の職務の執行を監査する目的で、「いつでも、会社の業務及び財産の状況の調査をすることができる」として、法的権限が付与されている(法３８１条２項)。

・監査役は、当該権限(以下、「業務財産調査権」という。)に基づいて、管掌する取締役が適切に指揮・命令等を実施し、機能しているかなどを確認するため、往査先を監査する。

・当該確認結果に指摘すべき改善事項が発見された場合、監査役は、既に取締役から聴取したことが実施されているかなど、代表取締役をはじめ管掌する取締役等に対して意見陳述や改善勧告を行う。

【機関設計による違い】

(1)委員会設置会社

監査役設置会社では、監査役が経営の意思決定や業務執行を監査するのに必要なすべての調査ができる権限を有している(法３８１条２項)のに対し、委員会設置会社の場合は、監査委員会が選定する監査委員に同様の権限が与えられている(法４０５条１項)。実地調査(往査)は監査委員会が選定する監査委員が行うほか、監査委員会の職務を補助すべき取締役(施規１１２条１項１号)が行うことも考えられる。
(2) 監査役会役非設置会社・常勤監査役非設置会社
非常勤監査役は、通常の往査ができない場合、親会社の内部監査部門・子会社内部監査部門が実施する監査講評会には少なくとも出席し、子会社執行部門や内部監査部門と意見交換を行うことにより、実施調査で確認すべき事項を確認している会社も見られる。
· 『国内事業所への往査』、『子会社（国内・海外）への調査・確認』に関する個別具体的な監査役の業務とポイント、スタッフの業務とポイントについては、「監査役監査活動とスタッフ業務（平成23年9月8日 日本監査役協会 本部監査役スタッフ研究会）」のｐ60～ｐ65をご覧ください。
６．競業取引及び利益相反取引等の監査

 (3) 関連当事者との一般的でない取引の監査
A．監査役の業務とポイント
A－１．関連当事者との一般的でない取引を監査する目的
関連当事者とは、親会社、子会社、関連会社、株主等との取引であり、これらの取引は恣意性が入りやすいことから、取締役に義務違反がないか、重要書類の閲覧やヒアリング等により監視・検証する。　関連当事者との一般的でない取引（以下、「一般的でない取引」という。）の主な事例は以下のとおりである。

　・決算期前後の大量取引（循環取引）

　・取引価格の異常な取引、条件の恣意的変更
　・無利息、低利、無担保、担保不足、返済期限のない融資、無担保債務保証
　・不当価格の有価証券取引

　・買戻条件付等の条件付取引

　・債権肩代り、債権譲渡、債務免除

　・無償、低廉の賃貸借

　・株主発行物の多量購入、多額の広告料支払い
　・株主との独占的扱いの商取引等
A－２．監査の方法・チェックポイント
①　チェック体制の確認

監査役は、一般的でない取引をチェックする担当取締役又は主管部署から、親会社、子会社、関連会社、株主等との取引について「一般的でない取引の基準」や取引を行う場合の審査方法、決裁の仕組み等のチェック体制を確認する。
②　取締役等へのヒアリング
ア．監査役は、取引をチェックする担当取締役又は主管部署から、定期的に一般的でない取引のヒアリングを行う。一般的でない取引が取締役の「義務違反」に該当するかどうかは、合理的な理由があるか、また取引価格（条件）が合理的に算定され妥当な水準かどうかで判断する。

イ．「役職員からの定期報告」時に、取締役にヒアリングする場合は、取締役から一般的でない取引の有無を確認する。
③　りん議決裁書の閲覧対応
監査役は、一般的でない取引の有無を、りん議決裁書などで確認する。従来からの取引状況(例：月別の取引数量、取引価格、支払条件等)について、予めある程度正確に把握し、販売会社の場合は大手関連取引先に対する値引き等、業種の特性上一般的でない取引が発生しやすい取引項目を特定化しておくことが重要である。
A－３．業務執行確認書の取得

期末監査の一環として、監査役は、取締役の善管注意義務、忠実義務の履行状況を確認するため、アンケート形式による「業務執行確認書」を交付し、その中で関連当事者との一般的でない取引の有無及び内容を記入のうえ、提出してもらう方法がある（「業務執行確認書」に関する効用及び主要確認項目等の詳細は、「第３節Ⅰ.３.業務執行確認書の取得」を参照）。
【機関設計による違い】

委員会設置会社の場合、関連当事者のうち役員には執行役も含まれる(計規１１２条２項２号)ので、執行役に対しても取引状況等の確認を行う。

【子会社監査役の留意点】

今般の大王製紙における不祥事は、「親会社の経営者一族が子会社の大株主である。」という（上場会社としては）極めて特殊な事例であるため、一般論として議論するのは難しい面もある。しかし、「関連当事者との取引」について、親会社監査役・子会社監査役が確り監査し、取締役に対して指摘していれば防げた可能性もある。
監査役には、取締役の不正行為等の取締役(会)への報告義務がある（法382条）。また、取締役の法令違反行為等により、会社に著しい損害が生じるおそれがあるときは、当該取締役に対して、当該行為をやめることを請求することができることになっており（法385条。監査役の差止請求権）、親会社監査役と子会社監査役が連携して、しっかりと監査をし、必要に応じて、取締役（会）に指摘していくことが重要である。

B．スタッフの業務とポイント

Ｂ－１． 取締役等へのヒアリング対応
1 一般的でない取引をチェックしている取締役又は主管部署へのヒアリングを定期的に設定する。また、監査役から指示があった場合など、必要に応じて各役員への個別ヒアリングを設定する。
② 「役職員からの定期報告」など監査計画を踏まえてヒアリングを行うとされている時期に合わせて、一般的でない取引の有無や内容に係る質問事項を作成する。

3  ヒアリングに同席のうえ、面談録を作成し、関連資料と共に保管・管理する。
Ｂ－２．りん議決裁書の閲覧対応等

1 りん議決裁書を閲覧する場合で、一般的でない取引が発生した時は、不適切と思われるような取引かどうかチェックする。

2 不適切と思われるような取引を発見した場合は、監査役に確認のうえ、監査役から取締役にその旨を連絡し、必要な改善を行う様、進言してもらう。

3 期末監査の一環として、「業務執行確認書」を準備する。

８．会社法内部統制システムに係る監査

Ａ．監査役の業務とポイント

Ａ－１．監査の目的

会社法では、「取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株式会社の業務の適正を確保するために必要な体制の整備（以下、本項では「内部統制システム」という。）」を取締役会の専決事項としており（法３６２条４項６号）、大会社（資本金が５億円以上又は負債２００億円以上の株式会社）においては、これらの体制を整備することを取締役会に義務付けている（法３６２条５項）。

したがって、監査役は、取締役の職務執行監査の一環として内部統制システムの構築・運用状況について監査することになるが、監査報告作成時において、内部統制システムの内容の相当性について判断することが義務付けられている（施規１２９条１項５号）。

Ａ－２．監査のポイント

(ａ)　内部統制システムの構築状況とともに運用状況について監査

内部統制システムは、構築しただけでは意味がなく、適切な運用が伴わなければならない。したがって、監査役は、内部統制システムの構築状況とともに運用状況についても監査することになる。

(ｂ)　内部統制システムに係るＰＤＣＡサイクルが確立されているか監査

会社は常に変化・成長している。また、『不備のない会社はない。』といっても過言ではないと思われる。したがって、内部統制システムは会社の状況に応じて常に改善され続けることが必要であり、監査役は、いわゆるＰＤＣＡサイクルが確立されているかについて監査することになる。

(ｃ)　会社法に規定されている各体制の構築・状況について監査

取締役会が整備する内部統制システムは、会社法（会社法施行規則）に規定されているので、監査役は、会社法に規定された各体制の構築・運用状況について監査することになる。以下では、各体制の監査のポイントについて記載する。

ア.取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制（施規１００条１項１号）
◆情報の作成保存管理に関する規程が整備され、有効に運営されているか

◆取締役会議事録等が適正に記録され保存される社内体制が整備されているか

◆情報の重要度に応じアクセス権等の付与及び見直しが適宜行われているか　等
イ.損失の危険の管理に関する規程その他の体制（同２号）
◆リスク管理に関する規程が整備され、有効に運営されているか。

◆重大なリスクに対応するために、リスクの識別・分析・評価等の対応を行っているか。

◆取締役会等の会議において上記リスクについての議論が十分になされているか。　等
ウ.取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制（同３号）
◆複数の取締役が存在する場合の職務分掌が整備されているか　等
エ.使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制（同４号）
◆コンプライアンスに関する研修や教育等の状況

◆内部通報制度の導入と運用状況

◆内部監査部門の設置や監査の実施状況　等
オ．当該株式会社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制（同５号）
◆関係会社に関する規程の整備状況

◆会議体、連絡体制が規程どおり運営されているか　等
カ．監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項（施規１００条3項１号）

◆使用人の人事権の確認　等

◆執行から独立した使用人の配置はどうか
キ.「カ」の使用人の取締役からの独立性に関する事項（同２号）

◆監査役の職務を補助すべき使用人の人事・考課・懲戒等が執行側から独立しているか。

◆上記ルールは規定され、そのとおり運用されているか
ク．取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制（同３号）
◆監査役への報告事項が明確となっており、そのことを周知しているか

ケ．その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制（同４号）
◆監査役と内部監査部門の連係体制の確認　等
Ａ－３．監査の方法

監査役は、日頃の監査活動を通じて、内部統制システムの構築・運用状況について監査することになる。具体的には，以下のとおり。

ア．取締役会に出席し、内部統制システムの構築・運用に係る取締役会の取組み状況について確認する

イ．リスク管理委員会・コンプライアンス委員会等の重要な会議に出席し、執行部門のリスク管理・コンプライアンスの取組み状況について確認するとともに、当該会議の開催される回数・議題等が規程とおりに運営されているかについて確認する。

ウ．代表取締役との面談時において、代表取締役の内部統制システムの構築・運用状況に係る見解について確認する。代表取締役が内部統制システムの運用状況等に係る問題点を認識している場合、当該問題点への対応方法について確認する。

エ．役職員との面談時において、当該役職員の管掌部門の内部統制システムの構築・運用状況について確認する。また、内部監査部門により、内部統制システムの不備が指摘されている場合、当該指摘事項への対応策や対応策の進捗状況について確認する。

オ．内部監査部門、会計監査人との連係を通じて、内部統制システムの現況と課題、改善策を確認する。

カ．期末において、取締役から業務執行確認書を取得し、内部統制システムの構築・運用状況に係る各取締役の見解について確認する。

また、監査役は、期中の監査活動を通じて、内部統制システムの不備が認められる場合には、管掌取締役に是正を促す、あるいは、取締役会において助言・勧告しなければならいが、当該助言・勧告への対応状況についても確認することになる。

【機関設計による違い】
(1) 常勤監査役非設置会社の監査役の留意点
「グループ内調査結果」によると、常勤監査役設置会社の殆どは、親会社の指示等により、内部統制基本方針を取締役会で決議しているが、常勤監査役非設置会社においては、内部統制基本方針を取締役会で決議していない子会社も多く見られた。その理由として、常勤監査役非設置会社の規模は、資本金1億円未満・売上高50億円未満の子会社が多く、このような子会社では、内部統制基本方針を取締役会で決議していないのではないことが考えられるが、会社法上、内部統制基本方針を取締役会で決議する必要がない大会社以外の会社でも、内部統制システムの構築は、取締役（会）の責務であることから、監査役は、取締役会決議がなく、監査役監査報告に監査結果を述べる必要がなくとも、期中・期末監査を通じ、内部統制システムの構築・運用状況について確認する必要があることに留意する。

尚、内部統制システム構築においてポイントとなる、各種規程の作成、各種委員会の設置状況は、「グループ内調査結果」によると以下の通りとなっているので、参考にしていただきたい。

1 各種規程の作成

・常勤監査役設置会社・常勤監査役非設置会社とも、リスク管理規程・コンプライアンス規程等、重要な規程は親会社の規程が子会社まで全てカバーし、それ以外の規程は、各社の実情に応じて策定している会社が多く、重要な規程はグループ共通事項を定めて子会社に策定させる、あるいは、親会社の規程を上位規範として作成させる等、親会社を中心に各種規程を策定している事例が多かった。

2 各種委員会の設置状況

・常勤監査役設置会社では、コンプライアンス委員会・リスク管理委員会等重要な委員会は、親会社と同じように設置され、運営方法は、親会社では毎月開催されている場合でも子会社は四半期に1回開催する等、子会社の実情に合わせて行われている事例が多く見られた。
・常勤監査役非設置会社も、常勤監査役設置会社と同じ傾向にあるが、各種委員会の設置を子会社に任せている会社も散見された。

(2) 子会社特有の業務

子会社の内部統制システムの決議内容に親会社の方針・意向を反映させる場合がある。また、企業集団の内部統制として、親会社の内部統制への対応（親会社への報告）が求められる場合もある（ex．ＣＳＲ・コンプライアンス・リスク・不正・内部通報・暴排）。監査役は、執行側が適切に対応しているか確認する。
Ｂ．スタッフの業務とポイント

スタッフは、上記「ア」～「カ」の監査役監査活動の補佐をすることになるが、具体的には、「監査役監査活動とスタッフ業務」の「第２節 Ⅰ．業務監査」の各監査活動におけるスタッフ業務を参照していただきたい。

資料と共に保管する。
【各社の工夫】
運用状況の確認の方法は各社によって異なるため、事例として挙げることとする。
ア．コンプライアンス担当部門が「会社法内部統制モニタリング」を実施し、監査役がその結果を確認している。

イ．内部統制システムの運用状況の確認が、Ｊ-ＳＯＸ、ＵＳ-ＳＯＸに依存している場合は、概ね四半期単位に監査役会に報告される評価結果により判断する。

ウ．監査役による役員へのヒアリング、及び子会社往査の際に、内部統制に関する質問を織り込みその記録をとることによって内部統制システム運用監査の一環としている。

【機関設計による違い】

監査役設置会社では、監査役を補助する使用人は、「監査役が補助使用人を置くことを求めた場合」に設置されることになるが（施規１００条３項１号）、委員会設置会社においては、会社法によって補助使用人の設置が規定されている（法４１６条１項１号ホ、施規１１２条２項。）。

10．その他監査役の職務を適切に遂行するための意思疎通、情報収集等

(新設) 親会社の監査役との連係

【子会社特有の業務】
Ａ．監査役の業務とポイント

1 親会社への監査計画等の提出

2 親会社監査役との面談・グループ監査役連絡会への出席
Ｂ．スタッフの業務とポイント

· 下記、日程調整・テーマ等の確認は、親会社の監査役スタッフと子会社の非常勤監査役が直接連絡・調整する場合もあるが、スタッフが行う場合のポイントについて記載している。
（ａ）日程調整

1 グループ監査役連絡会

· グループ監査役連絡会の日程（年間スケジュール）を受領し、監査役の日程を押さえておく。尚、監査役会設置会社の場合、出席者は、常勤監査役だけなのか、非常勤監査役も含めるのか確認し、非常勤監査役も出席する場合、非常勤監査役の日程も押さえておく。

2 親会社監査役との個別面談

· 親会社監査役スタッフと、日程調整を行う。

（ｂ）テーマ等確認

1 グループ監査役連絡会

· 事前に議題等を入手し、監査役に報告。

· 持参する必要がある資料がある場合、監査役とも相談のうえ、当該資料を取り纏める。

2 親会社監査役との個別面談

· 個別面談の目的・趣旨を確認し、監査役とも相談の上、資料を取りそろえる。

(ｃ)その他

· 個別面談等に同席した場合、面談録（案）を作成

· 当日受領した資料等の保管

【各社の事例】
1 監査役の義務と責任に関しては、親会社も子会社も相似形で会社の規模により対象範囲が狭くなるだけとの方針を取っており、子会社監査役から親会社に監査計画を報告することはせず、グループ監査役連絡会にて、親会社の監査役会監査計画の説明を行うことにより共有化を図るとともに、子会社常勤監査役から子会社の監査計画の概要の説明を受けている。
2 グループ監査役連絡会を実施して、監査の進捗確認や、日々の監査の中で生じた疑問点の意見交換などを行っている。

3 年2回のグループ監査役連絡会に、子会社の非常勤監査役の出席も求めている。
Ⅱ．会計監査

１．会計監査人からの監査計画の報告受領


A．監査役の業務のポイント

A－１．会計監査人から監査計画について報告を受ける目的

会計監査人からの監査計画の聴取は以下の目的で実施される。
ア．法第３９９条に規定されている、監査役(会)による会計監査人の監査報酬の同意を行う基本的な情報を入手するため。
イ．会計監査人の監査計画説明聴取は、監査役が、会計監査人の監査の方法・監査の結果の相当性を判断するための始点となる場であり、会計監査人の監査計画についての疑問点・確認事項を聴取し、併せて意見交換を行うため。
ウ．自社の内部統制の整備状況・自社特有のリスク等を踏まえ会計監査人は監査計画を作成するので、会計監査人が把握する、上記ポイントを確認し、必要に応じて監査役監査活動に活かす等、監査役監査の実効性・効率性を高めるため。
A－２．監査役の業務のポイント

(ａ)　会計監査人からの監査計画説明聴取の時期
会計監査人からの監査計画の説明聴取は、株主総会終了後(毎年７月)に実施。

なお、会計監査人が変更された場合、８月にずれ込むことも考えられる。

(ｂ)　会計監査人からの監査計画説明聴取の実施方法

①　常勤監査役が聴取し監査役会に説明・報告するケース

常勤監査役が対応し、会計監査人から説明聴取の結果について取りまとめ、その結果を非常勤監査役に対し監査役会にて説明・報告する。

②　監査役全員が会計監査人から聴取するケース

非常勤監査役の中に、公認会計士や税理士資格保有者がいる企業もあり、財務会計の知見を活かすため、監査役全員で説明を聴取する。

また、会計監査計画の説明を聴取した後、引き続き会計監査人の監査報酬の同意のための協議を行う場合、７月に開催される定例の監査役会の場で説明を聴取することになる。

(ｃ)　「監査計画説明書」の確認

①　監査役は会計監査の目的(以下 ア、イの事項)が達成される監査計画となっていることを確認する。

ア．計算書類が公正妥当(適正な会計基準に則り)に作成される。

イ．企業の財務状況が正しく反映される。

②　上記ア・イについて具体的には「監査計画説明書」の以下の「確認のポイント」の項目の内容について確認している。

✍確認のポイント

ア．会計監査人の独立性

◆公正不偏の態度の保持・独立性に関する根拠規則(例：日本公認会計士協会規則・監査法人方針・規則)が監査計画書内に記載されていることの有無 等。なお、具体的な確認のポイントは、「第３節 Ⅲ１．（３）会計監査人の職務の遂行に関する通知の報告受領」を参照。

◆会計監査人から期末報告時に提出される「会計監査人の職務の遂行に関する監査役への報告」に記載されている独立性に関する事項を参照する。

イ．監査基準

◆監査計画書内に「一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠する」旨の記載の有無等を確認する。

(例：会社法・金融商品取引法関連の法令、監査に関する品質管理基準 等)

ウ．監査のアプローチ

◆監査計画書内に記載されている「監査手法」の有無等を確認する。

(例：「全社的な内部統制」・「具体的な監査戦略」・「リスク対応手続き」・「監査手順」)

エ．重点監査項目

◆前期からの懸案事項、会計基準の変更の有無のほか、繰延税金資産の回収の可能性等の個別の項目について確認する。また、前期より追加される項目等については、その内容、追加された理由等について確認する。併せて、重点監査項目を設定する際、会計監査人が認識していた自社のリスクについても確認する。

オ．会計監査人の監査日程・監査人員・監査時間 等

◆監査日程(往査予定・事業場)について確認する。

◆内容別(監査計画作成に○時間、監査実証手続きに○時間)、場所別(支店に○時間、工場に○時間)に確認する。なお、内容別については、後述の「各社の工夫している事例」を参照。

◆パートナー(監査責任者/業務執行社員)・マネージャ(主査)・スタッフ(補助者)別の人員数、日数・時間等の前期との相違点等を確認し、相違・疑問があった場合はその理由を聴取する。

【子会社監査役の留意点】
会計監査人の監査計画を受領する時期が遅くなる（通常、7月～8月初旬のところ、9月に受領）ことがある（監査報酬がリンクするため）。しかし、7月には会計監査人による今年度の監査が始まっており、監査計画に関する説明聴取があまり遅くなるのも問題があるので、監査計画は早めに説明を聴取し、監査報酬については、決定次第説明を聴取することも考えられる。尚、その場合、監査計画聴取時における監査時間に変更がないか確認し、変更がある場合（特に、短くなっている場合）は、変更理由について十分確認する必要があることに留意する。
B．スタッフの業務とポイント

B－１．会計監査人からの監査計画説明・聴取のスケジュール調整

(ａ)　常勤監査役が聴取する場合

①　５月～６月に実施。

②　常勤監査役・会計監査人のスケジュールを確認し、会計監査人からの監査計画説明聴取の日時を決定する。実施時期については監査役の７月中のスケジュールを確認しながら日時を調整する。

(ｂ)　監査役全員で聴取・監査役会の場で聴取する場合

①　５月～６月、監査役(会)監査計画案作成時に実施。

②　監査役(会)監査計画案(常勤監査役とも相談した案)に基づき、７月の監査役会開催日、あるいは監査役全員がそろう日を会計監査人に伝え、会計監査人の監査計画作成終了予定日も踏まえ、日程を調整する。その際、出席するメンバー(パートナークラスなのか、マネージャクラスなのか)についても確認する。

B－２．事前準備

(ａ)　常勤監査役が聴取する場合

①　面談のためのヒアリングシート(メモ)の取りまとめ
ア．会計監査人からの説明に際して、説明聴取のためのポイントを予め取りまとめておき、会計監査人より提出された今期「会計監査計画書」と照査しながら、相違点・疑問点について説明を求めるケースがある。

イ．その場合、スタッフは、前年度の計画書から想定される会計監査のポイントについて、会社を取り巻く環境の変化等を踏まえ、監査役と事前に協議し、監査役よりポイントとして指示を受けた項目について説明聴取用のヒアリングシート(メモ)を作成する。また、その際に経理部門等に「会計基準の変更」等についても確認しておく。

②　ドラフト版の事前入手

ア．ドラフト版において、前年の監査計画からの変更点の有無について漏れなく確認・把握し、必要に応じて、会計監査人に確認する。

イ．ドラフト版を入手し、会計監査計画に対する質問書を作成する場合もある。

ウ．参考資料として前年度の監査結果説明書(監査計画と実績の予実分析がされたもの)を準備する。

(ｂ)　監査役会の場で聴取する場合

①　ドラフト版を事前に入手し、監査役に配付する。(監査役会招集通知と同時に配付することが望ましい。)

3 　その他、前年度の監査結果説明書(監査計画と実績の予実分析がされたもの)を準備する。

B－３． 聴取結果「面談録」の作成

①　会計監査人からの監査計画の聴取の結果を取りまとめ、面談録(案)(非常勤監査役が出席していない場合は、非常勤監査役への説明資料として「監査計画の聴取記録(案)」)を作成し、常勤監査役の内容確認がなされた後、「面談録」(非常勤監査役への説明資料)として保管する。

②　監査役会の場で説明を聴取した場合、監査役会議事録案を作成する。

【各社の工夫】

ア．会計監査人は毎月 経理部門に訪問しているので、会計監査人との日程調整は経理部門と連係するとスムーズに調整できる。

イ．三様監査会議の一環として実施する場合もある。

ウ．監査計画説明会には監査役全員のほかに、経理部担当役員・経理部長、経営企画部担当役員・経営企画部長、内部監査部担当役員・内部監査部長にも連絡し出席させている。その主な及び趣旨・目的は以下のとおり。

◆会計監査人の監査計画に対する監査役会の意見・要望を執行側に認識・共有してもらい、会計監査人の監査品質の向上及び執行側の内部統制機能を高めるため。
◆会計監査人の監査において、会計監査人が独立の立場を保持し適正に監査できる体制にあることに関して監査役として監視・検証していることを、執行側に周知・徹底するため。

◆説明会における非常勤監査役の質問等により、執行側に非常勤監査役の見解・認識を把握してもらうため。

エ．監査時間の見積に関する研究報告(日本公認会計士協会/平成２０年６月３日)を参考資料として、監査法人から説明を聴取する事例。

· 同研究報告では、会計監査人の作業内容を、①計画(監査契約、監査計画、固有リスク評価)、②統制リスクの評価(統制リスクの評価)、③実証手続き等(四半期レビュー、手続き、実証手続き、表示の検討)、④意見形成等(四半期レビュー・監査意見の形成、四半期レビュー・監査報告、相談事項等、品質管理)に分類し、それぞれの総時間の割合等について記載している。
· この分類に基づき、自社時間配分と同研究報告の時間配分との相違点を確認し、また、各作業内容について説明を受け、深掘り(例えば、職位別・職責別時間配分等について説明を受ける)して聞くことにより、会計監査人が特に重点を置いている作業・項目について確認するなど、監査報酬額の算定要因の一つである監査計画(時間)の妥当性の判断材料の一助とする。また、必要に応じて、監査役監査計画に、当該事項を反映することも考えられる。
· 当該分析を１回実施すれば、翌年からは前年度との比較による説明を聴取することになる。

第３節　期末業務

Ⅰ．期末監査の準備

１．期末監査監査スケジュールの策定


A．監査役の業務とポイント

①　期末監査は、事業年度終了後から株主総会までの約３ヶ月間で行われる監査である。

②　期末監査の主な内容は、計算関係書類並びに事業報告及びその附属明細書に関する会計監査及び業務監査、株主総会の議案及び株主総会に至るまでの監査日程とその手続き関係の監査である。
ア．株主総会議案の監査

イ．株主総会に至るまでの監査日程及び手続きの適法性監査

ウ．決算短信の監査

エ．事業報告とその附属明細書の監査

オ．計算関係書類等の監査

カ．会計監査人の監査結果の相当性監査

キ．有価証券報告書の監査
ク．内部統制報告書の監査

【機関設計による違い】

ア．非上場会社では会社によって異なる。(監査役の業務③決算短信⑦有価証券報告書⑧内部統制報告書⇒書類作成が不要の会社がある)

イ．委員会設置会社としての違いはない。

B．スタッフの業務とポイント

①　株主総会主管部署が作成する「株主総会関係日程表」等を決算日より１ヶ月半前までに入手し、株主総会に至るまでに定められた主な日程が、法定期日内に収まっているか確認する。(３月決算会社⇒２月中旬まで)

②　株主総会に至るまでに会社が行わなければならない以下の主な業務等について把握するとともに、各種手続きの確認と日程に関する法定期日を確認する。

ア．計算関係書類の会計監査人・監査役への提供期日、事業報告の監査役への提供期日
(参考：施規１３２条)

イ．決算発表日(取締役会開催)(証券取引所上場規則)
ウ．特定監査役が監査報告を特定取締役及び会計監査人に通知する期日(施規１３２条)

エ．監査役会監査報告の決議のための監査役会開催期日

オ．株主総会招集決定決議の取締役会開催期日

カ．招集通知発送期日(法２９９条)

キ．株主総会開催日　など

③　会計監査人からの決算監査報告会の日程調整(監査役、会計監査人、財務部門等)を行い、期末監査スケジュール(案)に組み込む。

【留意点】

「決算取締役会」「監査役会」「会計監査人からの監査報告会」の日程に関し、社外監査役のスケジュールを押さえることは必須。

【各社の工夫】

ア．例年、会計監査人からの会計監査報告の受領は、監査役会監査報告作成のための監査役会の直前になってしまう。余裕をもったスケジュールが組めない場合には、スタッフは会計監査報告予定日の１ヶ月～１ヶ月半程度前を目途に監査役と会計監査人との会合をセットし、早い段階で相互理解を深めておくことが望ましい。

イ．期末監査スケジュール表は時系列で作成し、監査の漏れがないか確認しやすくしている。
ウ.常勤監査役非設置会社において、子会社の監査報告作成の1週間前に、子会社の執行部門に、監査報告作成のためのチェックリストを送付し、子会社に訪問した際に、当該チェックリストに基づき確認し、監査報告を作成している。
Ⅲ．会計監査 
１．計算関係書類の受領及び監査


A．監査役の業務のポイント

①　計算関係書類を受領するのは、法令上は特定監査役ではなく、(各)監査役となっているが(計規１２５条)、実務上では、以下のような事例がある。

ア．特定監査役が受領し、各監査役に配付している

イ．監査役が全員出席する監査役会等において、計算関係書類を受領している。その際、計算関係書類を作成した取締役・担当部署から、説明を受ける場合もある。

②　計算関係書類の監査(会計監査)については、第一義的には職業的専門家である会計監査人が行うことになるが、監査役としても、計算関係書類の記載項目の適法性、計算関係書類の数値の適正性について監査することが望ましい。

③　監査役は、以下の事項について確認する。

ア．計算関係書類の記載項目の適法性

◆会社計算規則に規定されている事項が記載されているか確認。

イ．計算関係書類の数値の適正性

監査役が確認する主な事項は以下のとおり。

◆会計基準の適正性

◆貸借対照表の中で特に重要な項目の適正性

◆損益計算書の中で特に重要な項目の適正性

◆繰延税金資産の回収可能性の判断の適正性

◆減損会計における減損認識の要否や資産のグルーピングの判断の適正性

◆その他、個々の会社の固有リスク項目

◆株主資本等変動計算書、注記表、附属明細書の適正性

◆連結計算書類の適正性

④　監査役は、以下の方法にて確認する(確認方法等)

ア．計算関係書類の記載項目の適法性

法定記載事項が網羅されているか、以下の方法により確認する

◆前年度の記載項目と比較し、変更点の有無等を中心に確認。

◆会社計算規則、会計基準等の改正があった場合、改正された箇所が適法に修正されているか確認。

◆記載項目の適法性に疑義を感じる事項があった場合のほか、必要に応じて経理部門・会計監査人から説明を聴取。

イ.計算関係書類の数値の適正性

◆会計方針・会計処理について、問題があった場合は経理部門・会計監査人の見解を確認する。(期初・四半期レビュー時から確認していた事項について最終確認)

◆財務諸表(貸借対照表、損益計算書)の前期比較や予算対比、四半期決算の推移と比較しながら確認する。特に大きな変動がある勘定科目については、その理由について、経理部門・会計監査人に確認する。

◆上記、貸借対照表の中で特に重要な項目、損益計算書の中で特に重要な項目等については、経理部門からの説明聴取、電算データからの組替表と最終の貸借対照表・損益計算書の数値が一致しているか確認する。

◆期中監査業務において確認された事項が、財務諸表に反映されているか確認する。例えば、事業等の遅れ(売上減少、費用増加、特別損失計上等)、資産の売却(固定資産の減少、特別利益・特別損失の計上等)等。

◆引当金の額、減価償却の額、投資有価証券評価減の額等については、貸借対照表・損益計算書と附属明細書の整合性について確認する。

◆売掛金・棚卸資産・固定資産・長期貸付金等については、必要に応じて会計帳簿との整合性を確認し、資産の実在性、減損の必要性について確認する。

⑤　監査調書の作成

各監査役は、確認した日時・方法・事項等を取りまとめた監査調書を作成する。

【機関設計による違い】

ア．会計監査人設置会社以外の会社の場合、監査役が直接「計算書類が会社の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているか」について監査することになる(計規１２２①二)

イ．委員会設置会社の場合、計算関係書類を作成した執行役は「監査委員会が指定した監査委員」に提出することになる。(計規１２５条)

B．スタッフの業務とポイント

B－１．日程調整 

①　日程調整は、事業年度終了の概ね１～２ヶ月前から開始する。

②　総務部等株主総会管掌部門・取締役会事務局から、定時株主総会開催日程、取締役会開催日程を確認する。

③　取締役会事務局、経理部門と相談し、株主総会開催日から逆算し、決算取締役会、監査役会の監査報告・監査役の監査報告の作成の日程について概ね決定し、取締役からの計算関係書類の受領日、並びに会計監査人から通知(監査役会での報告聴取)を受ける日程案を作成する。

④　上記日程案に基づき、各監査役、会計監査人との日程調整を行う。その際、監査役の計算関係書類の監査期間(計算関係書類を受領してからの期間等)、並びに、会計監査人による期末監査期間が十分であるかについて留意する。なお、会計監査人との日程調整は、経理部門が行う場合、経理部門とも緊密に連絡をとり、日程調整を行う。

⑤　各監査役、会計監査人との日程調整の結果を取締役会事務局、経理部門にフィードバックし、確定させる。

⑥　取締役からの計算関係書類の正式受領、並びに会計監査人から通知を受ける日以前に、決算担当の責任者(計算関係書類を作成した取締役)から作成段階の計算関係書類案を受領し監査を開始する。決算担当の責任者との面談、あるいは会計監査人からの説明会(期末監査に係る経過報告等)を開催している場合、当該日程の確定も行う。なお、会計監査人からの期末監査に係る経過報告は、決算短信公表前に開催されるのが一般的であると考えられる。

⑦　上記確定した日程に基づき、期末監査スケジュール表を作成し、監査役に配付する。

B－２．計算関係書類の受領に係るスタッフ業務

①　特定監査役が受領し、各監査役に配付している場合、特定監査役の指示を受け速やかに各監査役に配付する。

②　監査役会の場(監査役が全員そろう場)で計算関係書類を受領している場合、また、作成した取締役(担当部署)から説明を受けている場合は、資料の事前配付等、当該ミーティングが実効的・効率的に行えるべく準備を行う。

③　その他、スタッフが作成担当部署より、通知書と一緒に受領し、監査役に配付(監査役会に提出)しているケースもある。

B－３．計算関係書類の監査に係るスタッフ業務

(ａ)　計算関係書類の監査の事前準備

①　会計監査人からの四半期レビュー説明聴取時の資料、経理部門からの業務報告聴取時の資料等を事前に入手し各監査役に配付、各監査役からの指摘事項、確認事項、問題点等を確認し質問事項等を取りまとめておく。

②　会社法、金融商品取引法、会計基準等の新設・変更があれば、当該新設事項・変更事項を取りまとめ、一覧表にして監査役に資料として提出する。

(ｂ)　計算関係書類の監査

①　会計方針、会計処理の方法等の説明聴取

スタッフは、監査役が当期の会計基準の適正性を判断するため、会計方針の変更等を把握し、表示の適正性に影響を及ぼすおそれの有無・度合いの判断が行えるよう補助する。

会計方針の変更等について、財務部門から予め内容・理由等を聴取し、必要に応じて会計監査人から意見を聴取する等、事前に問題点の有無等について把握するよう努め、聴取した内容を監査役に報告する。

特に問題点があれば、監査役と関係部署や会計監査人との意見交換の機会を設定する。

②　計算関係書類の調査

スタッフは計算関係書類の案(ドラフト版)を予め担当部署から受領し、法定記載事項の網羅性をチェックすると共に、計算関係書類案の内容の確認を行う。

担当部署あるいは会計監査人からヒアリングするほか、必要に応じて算定根拠・エビデンス等を受領し、以下の事項等に留意のうえ、調査結果を監査役に報告する。

特に問題点がある場合等、必要に応じて、監査役と担当部署及び会計監査人との意見交換の機会を設定する。

B－４．監査調書案の作成

計算関係書類を監査(確認)した結果に関する監査調書案を作成し、各監査役に確認してもらう。

【留意点】

ア．必要な書類(ドラフト版)の早期入手：監査役が計算関係書類を監査するには、相応の日数が必要になる。監査役スタッフが事前確認を行うに際しても同様であるため、必要な書類の早期入手が重要である。決算期は財務部門や総務部門が繁忙で業務が輻輳しているため、必要な書類等の入手を手際よく行い、監査役に提出することが求められる。そのため、スタッフは、関連部門との連係を密にし、計算書類・連結計算書類等のドラフト版がいつ修正されるのか確認し、ドラフト版が修正される都度当該ドラフト版を入手し監査役に配付できる体制を整えておくことが重要であることに留意する。(後述の【各社の事例】参照)

イ．３月中に実施される会計監査人主催の経理部門向け決算対応セミナー等に参加し、「法令改正、会計基準の改正」等、決算処理全体の情報を収集し、計算関係書類の監査資料として監査役に報告する。

ウ．日程進行表を早めに作成し、必要に応じて、法務担当(株主総会事務局)・経理担当等関係者に対して当方から日程案を提示し、日程調整を進めることも重要であることに留意する。

【各社の事例】

(1) 計算書類の監査に関する事例

ア．計算関係書類のドラフト版を早期に入手し確認作業を開始している事例。

◆ドラフト版を早期に入手し、作成段階毎、及び重要な修正事項(数値が加筆される等)が発生した場合に、その都度計算関係書類作成部署より修正版を入手し、修正した箇所・理由について確認。

◆修正箇所は、都度常勤監査役に報告。必要に応じて、非常勤監査役にも報告。

イ．監査法人からの報告会の前に監査法人と打合せをし、監査中で気付いたことや経理部門からの報告をまとめておく事例。具体的には、会計監査人から提出される｢監査概要報告書｣に会計上の検討事項、今後の改善事項及び留意事項が書かれているので、それらを事前に監査人から聴取し、監査役の監査の参考にする。
ウ．計算関係書類の数値の適正性に関して具体的に確認している事項(事例)

◆貸借対照表で特に重要な項目として確認している事項

◆棚卸資産の状況

◆売掛金の残高の状況

◆通過勘定(「未」、「仮」で始まる勘定)の状況

◆重要な引当金計上(貸倒引当金、賞与引当金、退職給付引当金、資産除去債務引当金等)

エ．損益計算書の中で特に重要な項目として確認している事項（事例）

◆売上高、売上原価の実在性と期間配分の適切性

◆損益取引における重要な契約の妥当性

◆特別損益等の理由…経営事象が適正に反映されている事項

オ．個々の会社の固有リスクとして確認している項目（事例）

◆ヘッジ会計

◆オフバランス事項その他重要な会計処理

◆資本取引における重要な契約の妥当性

◆資産運用の妥当性

カ．株主資本等変動計算書、注記表、附属明細書類の適正性に関して確認している事項（事例）

◆剰余金配当

◆役員賞与等の取り扱い

◆重要な会計方針の変更…変更の理由の正当性、変更が計算書類に与えている影響の内容等

◆関連当事者との取引(親会社・子会社・株主・役員等との一般的でない取引(利益相反取引も含む))

◆重要な後発事象

◆固定資産・引当金・販売費及び一般管理費の明細

◆その他記載方法の変更等

キ．連結計算書類の適正性に関して確認する事項（事例）

◆連結範囲

◆会計基準及び連結会計処理の原則・手続き等

◆連結会計方針の変更の有無・内容等

(2) 常勤監査役非設置会社の事例 / 子会社特有の事例
◆国内販売会社においては、会計に知見が薄い監査役もおり、経理専門の子会社の事前レビューを受けた決算関連情報と領域別チェックシートを準備し、各チェック項目に従い確認を行っている。
◆基本的に外部株主が殆どいないので、親会社からの出資金、貸付金に関する、中・長期的な保全、及びそれに関する会計監査人の見方を中心に確認している。又、小さな問題点ではあるが、連結決算におけるグループ内取引の売上相殺にも留意している。
(3) 会計監査人非設置会社の事例 /子会社特有の事例
◆年2回の会計監査において、計算書類と総勘定元帳・補助帳簿等との突合確認、預貯金通帳・株式等の現物確認、計算書類の内容のヒアリングを行う。
◆チェックリストの活用等

· 会計監査のバラツキを抑えるためにチェックリストを提供している。そのチェックリストと各社の現状から監査項目を各監査役が決定し、監査を行っている。
· 親会社が作成したチェックリストに沿って、B/S,P/Lの前期比較や総勘定元帳との突合、滞留債権・債務の確認、経理担当者とのヒアリング等を実施させている。
◆四半期に一度、決算時に２回の計６回、会計及び税理士と打合せを実施する。また、決算の棚卸し立会い時は、監査役・会計・税理士が参加、期末の現預金の確認は､会計責任者のみでなく税理士の確認も求めている。その後の決算時の打合せでは､税理士参加の下､計算書類と総勘定元帳・補助帳簿等との突合確認、預貯金通帳・現金の現物確認等の説明を会計に求めている。
◆決算・計算書類の作成を経理センターに委託。財務・会計・税務の知識に詳しくない監査役が多いため、本社監査役スタッフが検証。（誤謬が発見されることもある。）
◆計算書類の作成を税理士法人に委嘱している場合、必要に応じて、税理士法人へのヒアリングを実施。
(4) 子会社特有の事例（態勢面での事例）

◆会計監査人非設置会社の子会社の監査役には、経理・経営企画部門の部長クラスなど、会計に詳しい職員が人選されている。
◆常勤監査役を置く場合は元経理部門出身者、常勤監査役を置かない場合は経理部門管理職クラスを非常勤監査役としている。
◆親会社の会計監査人と、「会社法に準じた会計監査」を行う旨の任意の監査契約を締結し、「会社法に準じた会計監査報告」を受領している。
◆親会社と連携している事例
· 親会社監査役と会計監査人との会合の際、連結範囲の子会社については情報交換している。
· 主要子会社については年２回の親会社主催関係会社会議（社長他主要役員、常勤監査役出席）で会計報告。
· 期末の会計監査については、ツール集（計算書類チェックリスト）を参照ください。

Ⅳ．監査報告の作成

１．各監査役の監査報告作成


①　監査役は、取締役の職務の執行を監査し、監査報告を作成しなければならないとされており(法３８１条１項)、監査役の監査報告は、監査役が１年間の監査役監査活動を通じて監視・検証したことに関する総合的な意見表明の手段となっている。

②　監査役は、事業報告等及び計算関係書類を受領した時は、監査報告を作成しなければならない（施規１２９条１項、計規１２７条。また、監査役会設置会社では、各監査役の監査報告に基づき監査役会の監査報告を作成しなければならないので（施規１３０条３項、計規１２８条３項）、各監査役の監査報告は監査役会の監査報告作成の基礎をなすものである。

【留意点】

✍監査の対象となる書類の定義

監査の対象となる書類とその名称について、会社法・施行規則・計算規則の定義に従い以下に記す。


計算書類等(Ⅰ)は、すべての株式会社に作成する義務があり、うち会計監査人設置会社は事業報告等（Ⅱ）について、監査役の監査を受けなければならない。

計算関係書類（Ⅲ）のうち「計算書類(c)及びその附属明細書(d)」について、監査役及び会計監査人の監査を受けなければならない。また、会計監査人設置会社は、その会社と子会社からなる企業集団の財産及び損益の状況を示すために必要な場合に、「連結計算書類(e) 」を作成することができるが、その場合は、監査役及び会計監査人の監査を受けなければならない。

【機関設計による違い】

委員会設置会社の場合、監査役と違い監査委員毎に監査報告を作成する義務がないため、この作業は不要となる。委員会設置会社における監査委員会監査報告は、監査委員の意見付記の内容を除き監査委員会の決議をもって定めなければならないこととされている。また、監査委員の監査の方法及びその内容について監査報告に記載することが求められていない。

Ａ．監査役の業務とポイント
Ａ－１．各監査役が監査報告を作成する際のポイント
(ａ)　年間の監査活動を踏まえ作成

各監査役が期初において決められた職務分担に従い実施した年間の監査活動を踏まえ、各自の監査報告を作成する。そのためには、各監査役の監査の基準を明確にし、監査調書等、以下に示す事項に係る監査証跡を整備しておく必要がある。

◆経営会議のほか、重要な会議の議題、確認した事項

◆重要書類の閲覧結果

◆代表取締役・取締役との面談要旨・面談録

◆内部統制部門長からの報告聴取に係る要旨・報告記録

◆実地調査（往査）に係る往査調書

◆競業取引・利益相反取引等の監査結果

◆子会社監査役との面談要旨・面談記録

◆会計監査人からの説明・報告に係る要旨・面談録（受領した資料）

(ｂ)　監査報告作成までのスケジュールを確認

各監査役の監査報告が提供された後、最低１回の審議を経たのち監査役会監査報告が作成されることになるため、監査役会監査報告の通知日等のスケジュールを確認する必要がある。なお、期末監査に関する具体的なスケジュールは、後述の「２．監査役会の監査報告作成 Ａ-２監査役会監査報告の通知」を参照。

(ｃ)　不祥事等があった場合の対応

ア. 不祥事に対する業務改善計画の妥当性とともに、改善計画の進捗状況について確認する。

イ. 当該不祥事が内部統制システムの構築状況に不備があったのか、運用状況に不備があったのか確認し、前者の場合、内部統制基本方針が改定され、その内容が相当であるか確認する。

ウ.当該不祥事の内容、改善計画・進捗状況等が事業報告（「事業の経過・成果」、「対処すべき課題」、「会社の現況に関する重要な事項」）に適切に記載されているか確認する。

エ.上記の点を総合的に判断し、監査報告を作成する。

(ｄ)　各監査役監査報告の備え置きについて

監査役会監査報告は事業報告・計算書類・附属明細書とともに定時株主総会の日の２週間前の日から、本店・支店に備え置く必要があるが(法４４２条１項・２項)、各監査役の監査報告も備え置きの対象となる（相澤哲編著 論点解説 新・会社法１１０頁）。これは、民法の委任規定に従い、各監査役が独任制のもと監査した結果を開示することが目的であると考えられる。

(ｅ)　その他、監査役監査報告作成に係る留意事項

ア．各監査役は、①事業報告とその附属明細書に係る監査報告、②計算書類とその附属明細書に係る監査報告、並びに、③連結計算書類に係る監査報告を作成することになるが、会社法では、①から③の各監査報告を１通に取りまとめて作成するということは規定されていない。（ただし、１通に取りまとめて作成されるのが一般的である。）

イ. 複数の監査役が存在する場合であって、各監査役の監査報告の内容が同一であれば、監査役の監査報告は連名で１通とすることができる。

(ｆ)　常勤監査役非設置会社に係る留意事項

監査報告は、各社の監査の実状に基づいて作成されるもので、会社法、会社法施行規則に従い監査の実態を正確に反映されることが求められている。その意味で、「監査の方法及びその内容」については、監査役が実際に行なった監査の方法を明瞭・簡潔に記載する必要がある。従って、例えば、監査報告（特に、監査の方法）を、協会の雛型・親会社の監査報告と全く同じ内容のものを作成すると、実際の監査役活動と整合性が取れなくなる虞があるため、年間の監査活動を踏まえた監査報告を作成することが重要となってくる。特に、常勤監査役非設置会社の監査役は留意する必要があり、例えば、親会社に要請し送付してもらった監査報告にサインするケースも散見されるが、その場合でも、少なくとも1回は目を通し、自らの年間監査活動と合致しているか確認する必要がある。
【各社の事例等】
◆監査報告書は、日本監査役協会の雛形に準拠している。監査役が行う監査活動において、実際になされていない内容もあり、報告文言の加除・修正について、毎期検討課題として挙げている。
◆監査報告書は、日本監査役協会の雛形に準拠している。監査役が行う監査活動においては、監査方針・計画に十分時間をかけ作成、監査役会で決定、スタッフは計画の実施をフォローする。また、翌期のため、監査役・スタッフ全員にてレビューを実施する。このサイクルを継続している。
◆雛形の文面と実施状況がどの程度一致しているか確認する意味で、文面と実施状況の対比表をパラグラフ毎に比較しながら作成しており、それがチェックリストとなり監査漏れを防ぐことに繋がっている。

Ｂ．スタッフの業務とポイント

スタッフは、監査役の年間監査活動を取り纏めておくことが望ましい。

また、スタッフが監査役監査報告案を作成する場合、監査役の年間監査活動を取り纏めたものを基に、監査役とも相談（年間監査活動の確認）しながら、監査報告案を作成することが重要である。

尚、アンケート結果によると、常勤監査役設置会社では、比率はさほど高くないものの、4割強のスタッフが、法改正の有無の確認・監査証跡の整備等の事前準備や各監査役の監査報告案の作成を行っており、常勤監査役非設置会社では、法改正の有無の確認・監査証跡の整備等の事前準備を行っているスタッフの割合が高くなっている。
Ⅴ．その他期末監査活動

１．有価証券報告書・内部統制報告書の監査

　　

A．監査役の業務のポイント

監査役による有価証券報告書記載内容の監査については、法令上義務付けられていないが、取締役の職務執行の監査の一環として、虚偽記載がなく適正に作成・報告されていることを確認する。

(ａ)　金融商品取引法上の有価証券報告書に記載された財務諸表・連結財務諸表の
監査

有価証券報告書及び有価証券報告書に記載された「財務諸表・連結財務諸表」「代表者確認書」等の作成・提出については、取締役の重要な職務執行行為として「虚偽記載がなく適正に作成、報告されているか」について監査すべき事項である。

(ｂ)　金融商品取引法上の内部統制報告書の監査

①　監査役は、会計監査人の監査の方法と結果の相当性に関する監査を通じて、財務報告に係る内部統制の構築・運用、経営者による自己評価等についての取締役の職務の執行の状況を検証する。

②　経営者より会計監査人に対して提出される内部統制報告書について、適法性の観点から内容の正当性を確認する。

【機関設計の違い～子会社特有の業務】
通常、大会社・公開会社以外の会社は、内部統制報告書の監査は実施しないが、親会社が上場会社の場合、連結の関係で、親会社の内部統制システムの有効性評価のタイミングに合わせて子会社での対応が必要となる。具体的には、親会社に提出する経営者による自己評価等について、取締役の職務執行状況の監査の一環として検証する他、財務報告内部統制評価結果をヒアリングし、会社法の内部統制の相当性の判断の参考とする。
✍「期ずれ」の問題

ア．期ずれの問題

事業報告や監査役(会)監査報告の作成時期までに金商法上の重要な欠陥等が発見されれば、その内容の概要や評価を記載することは可能であるが、決算取締役会開催後、有価証券報告書・内部統制報告書、内部統制報告書に関する会計監査人の監査報告書を作成する過程で重要な欠陥等が発見された場合は、両者の間で不整合が生ずる。これが、いわゆる「期ずれ」の問題である。監査役としては、年間を通じた監査をしっかり行うとともに、以下に述べるように、「期ずれ」が発生するリスクの程度を見極めたうえで、会社法監査の終了日までに会計監査人から財務報告に係る内部統制についての報告を受けエビデンスとして残す等の対応が必要と考えられる。

イ．期ずれに対する具体的な対応

◆監査役会の監査報告と経営者の内部統制報告書の間での重要な差異発生可能性とその評価

下記の理由によりリスクは限定され、差異が発生する可能性は低いと考えられる。

▽期末日までに主要な評価は完了しており、残っている評価項目は限定されている。基本的に期末日までに｢全社的な内部統制｣、｢ＩＴ全般統制｣及び｢業務プロセスに係る内部統制｣の評価は完了しており、実施した評価結果についてのロールフォワード手続きの実施による評価と開示プロセスの部分の評価のみが残っており、評価対象が限定されている。

▽関与する人間は限定されている。開示プロセスは経理、財務、法務、ＩＲの業務そのものであり、作業者の広がりに起因する統制リスクは少ない。

▽同様の主な作業は期中に繰り返し実施されており、手順に問題は少ない。

▽四半期報告における決算・財務プロセスを繰り返しており、チェックリストの整備・運用等のリスクを認識し、内部監査部門と連係して対応しており、年間を通じリスク回避の努力が行われている。

◆会計監査人からの財務報告に係る内部統制についての報告

会計監査人は内部統制監査の過程で発見した重要な欠陥については会社法監査の終了日までに経営者、監査役に報告する義務がある。(法令違反等事実の通知　金商法１９３条の３)

監査役(会)は・会計監査人から監査の結果の通知を受ける時点で、会計監査人の監査役への報告義務に鑑み会社法監査の終了日までに判明した内容の報告、及び財務報告に係る内部統制システムの有効性について、極力書面にて受領するように調整しておくことが望ましい。そのうえで、この情報をエビデンスの一部に加え監査報告書を作成する。

ウ．決算取締役会後に内部統制上の重要な欠陥の存在が明らかとなった場合

新たに重要な欠陥等があるとの報告を聴取した場合には、監査役会を開催するなどして、既に株主に送付した監査役会監査報告との整合性や株主総会において監査役としての説明の必要性の有無などについて、審議・確認を行う。

株主総会で説明の必要があると判断した場合には、執行側に対して速やかに会社法の事業報告のＷｅb開示等を行うよう勧告し対応を促す。また、株主総会において経営側が口頭で説明し、監査役も口頭で監査報告時に報告することが考えられる。

エ．金融商品取引法において、これら有価証券報告書等に虚偽記載があった場合は、その提出会社役員等として監査役も賠償責任を負う。

B．スタッフの業務とポイント

(ａ)　日程調整 

日程調整に係る具体的な業務等は「第３節Ⅲ.１.計算関係書類の受領及び監査」における、スタッフ業務を参照していただきたい。

(ｂ)　有価証券報告書記載内容の確認

スタッフは、有価証券報告書が提出される前に以下の業務を行い、提出後、ＥＤＩＮＥＴ等で開示状況の確認を行う

ア．金融商品取引法上の財務諸表、連結財務諸表は、会社法上の計算書類と同じ内容であるため、計算書類の調査を通じて監査を実施する。

イ．有価証券報告書記載内容については、事前に主に以下の事項に留意し確認を行う。なお、必要に応じて、下記の事項について、会計監査人に確認する場合がある

◆ 法定記載事項の充足性、法改正への対応状況

◆ 今期の特記事項、事業等のリスク、コーポレート・ガバナンスの状況等の記載の適切性

◆事業報告及びその附属明細書並びに計算関係書類の記載内容との整合性

◆財務諸表、連結財務諸表以外の記載内容の適正性

(ｃ)　内部統制報告書の調査

①　財務報告の信頼性を目的として、基本的要素の構築・運用状況を経営者自らが評価する報告書であり、公認会計士又は監査法人の監査証明を受ける必要がある。

②　このため、経営者が内部統制報告書を会計監査人に提出する前に、記載事項が法令に適合しているか、記載内容に問題点はないか監査役が確認を行う際、補助業務を行う。

(ｄ)　監査調書案の作成

有価証券報告書作成部署、内部統制報告書作成部署、会計監査人に聴き取り調査等を行う場合、スタッフが調書を作成する。

【各社の工夫している事例】

ア．有価証券報告書の作成段階から、監査役スタッフが関与

◆決算対応プロジェクトチームを編成

◆活動内容　事業報告書、有価証券報告書の作成

◆活動期間　平成２３年３月～６月末(有報ＥＤＩＮＥＴ掲載まで)

◆主催部署　取締役会事務局

◆メンバー　財務(経理)、総務、人事、経営企画、監査役スタッフ、その他

イ．内部監査部が有価証券報告書に関する内部監査(財務諸表等が適正に作成される手順・プロセスの確認、有価証券報告書及び四半期報告書が適正に作成される手順・プロセスの確認、有価証券報告書の記載内容の確認及び訂正報告の未然防止)を実施しているので、その監査結果を参考にする。

Ⅵ．株主総会対応

１．株主総会招集手続き(日程)の監査


A．監査役の業務とポイント

監査役は株主総会の招集手続きが法令や定款、社内規程に違反していないか確認する必要がある。

ア．株主総会の招集手続きについて

◆株主総会は、毎事業年度の終了後一定の時期に招集しなければならない(法２９６条)

◆株主総会は、取締役が招集する(法２９６条、ただし法２９７条４項の場合は除く)。

イ．株主総会の招集の決定について(法２９８条)

◆株主総会の日時及び場所

◆株主総会の目的である事項があるときは、当該事項

◆株主総会に出席しない株主が書面によって議決権を行使できることとするときは、その旨。

◆株主総会に出席しない株主が電磁的方法によって議決権を行使することができることとするときは、その旨。

◆前各号に掲げるもののほか、法務省令(施規６３条)で定める事項。

ウ．株主総会の招集の通知について（法２９９条）

◆招集通知の発送日の確認

◆招集通知の書面発送による場合の確認

◆招集通知の電磁的方法による場合の確認

エ．招集手続きに係る適法性の確認

◆法１０９条１項－株主平等原則の確認

◆株主が保有する株式の内容、及び数に応じて平等に取り扱われているかどうかの確認(法１０９条)

◆取締役が株主総会の招集を行うことの確認(法２９６条)

◆株主から株主総会招集請求があった場合、及び株主が裁判所の許可を得て株主総会を招集する場合において、その資格、手続き等が適法かどうかの確認(法２９７条)

◆取締役が①株主総会の日時・場所②株主総会の目的である事項がある場合は当該事項③株主総会に出席しない株主の議決権行使方法④その他法務省令で定める事項―を定めているかどうかの確認(法２９８条)

◆公開会社においては、取締役が株主総会の２週間前までに招集通知を書面にて株主に送付しているかどうか、また株主の承諾を得た場合においては電磁的方法で招集通知を送信しているかどうか、さらに招集通知に必要事項が記載されているかどうかの確認(法２９９条)

【機関設計による違い】

株主総会の２週間前とあるのは、取締役会設置会社でありそれ以外については１週間前となる。

B．スタッフの業務とポイント

B－１．株主総会招集手続き、発送に係る適法性確認

①　株主総会主管部署から株主総会関係のスケジュールを入手し、日程が法令・定款に適合しているか確認する。

②　招集手続きに係る適法性の確認

ア．株主が保有する株式の内容、及び数に応じて平等に取り扱われているかどうかを確認する。(法１０９条)

イ．取締役が株主総会の招集を行うことを確認する。(法２９６条)

ウ．株主から株主総会招集請求があった場合、及び株主が裁判所の許可を得て株主総会を招集する場合において、その資格、手続き等が適法かどうか確認する。(法２９７条)

エ.取締役が①株主総会の日時・場所②株主総会の目的である事項がある場合は当該事項③株主総会に出席しない株主の議決権行使方法④その他法務省令で定める事項―を定めているかどうかを確認する。(法２９８条)

オ．公開会社においては、取締役が株主総会の２週間前までに招集通知を書面にて株主に送付しているかどうか、また株主の承諾を得た場合においては電磁的方法で招集通知を送信しているかどうか、さらに招集通知に必要事項が記載されているかどうかを確認する。(法２９９条)

③　上記確認を招集通知及び添付書類発送前に行い、結果を監査役に報告する。

【留意点】

ア．招集通知を発送する期間については、公開・非公開、取締役会設置・非設置などの会社の類型により異なるため、自社の類型を確認する必要がある。

	
	非公開会社
	公開会社

	書面や電磁的方法による議決権行使の定めがある場合
	取締役会設置会社
	取締役会非設置会社
	株主総会の日の
２週間前まで

	
	株主総会の日の２週間前まで
	

	書面や電磁的方法による議決権行使の定めがない場合
	株主総会の日の１週間前まで
	株主総会の日の１週間前まで。定款の定めでさらに短縮可能
	


イ．監査役スタッフは株主総会主管部署と連係を図ることが重要。

B－２．株主総会前の法定備置書類の状況確認

1�  法定備置書類一覧表を担当部署より取り寄せる。

2� ４月、５月(３月決算会社の場合)など受け入れ後に内容を確認できる余裕のある期間であればいつでも可

②　一覧表の内容に漏れ、間違いがないかを確認する(法務部署に確認を依頼する方法もある)。

ア．対象書類

イ．備置期間

ウ．備置する場所　など

③　一覧表に基づいたチェック表を作成する。

④　担当部署に法定備置書類の備置状況のチェックを依頼する。

⑤　チェックの結果を調書としてまとめ監査役に報告する。

【留意点】

(1) 本店、支店への備置期間

◆備置書類によって備置期間が異なる。

◆備置を開始する期間に関して注意が必要。(下図参照)






(2) 子会社特有の留意点
自社の定時株主総会開催日程が親会社の株主総会日程等の影響を受ける場合もあることに留意する。
２．株主総会提出議案の調査


A．監査役の業務とポイント

①　監査役は、取締役が株主総会に提出しようとする議案、書類等(招集通知、事業報告・計算書類等の添付書類、株主総会参考書類他)を調査する義務があり、問題がある場合は、取締役に対して修正が必要である旨指摘を行い、議案、書類等の適正化を図る必要がある。

②　上記の調査、指摘を経てもなお、最終的な議案等において、法令・定款違反や著しく不当な事項が改善されなかった場合は、株主総会の場でその旨報告することが必要となる(法３８４条)。
なお、議案について報告すべき事項は、株主総会参考書類に記載する必要があるため、報告内容を株主総会参考書類に記載するよう、取締役に対し請求することになる。(施規７３条)

③　議案・書類等に不備がない場合、株主総会で調査の結果(不備がない旨)を報告する法律上の義務はないが、監査の口頭報告の中で、「議案・書類等について調査を行ったが指摘すべき事項はない」旨報告することも考えられる。

④　なお、会計監査人の不再任及び選任議案、並びに監査役の選任議案については、監査役会の同意が必要であるため、監査役はこれらの議案の内容を調査したうえで、監査役会で同意適否の決議を行うことが必要となる。

【機関設計による違い】

ア．委員会設置会社においては、監査委員が、株主総会の議案・提出書類を調査し、法令・定款違反等の事実を株主総会に報告するとの会社法規定はない。

ただし、監査委員会は取締役の職務執行の監査を職務としており、取締役が株主総会議案・書類の作成を適正に行っているか、職務執行の監査の一環として確認することが必要である。

イ．非上場会社としての違いはない。ただし、定款で監査役の監査の範囲を会計に関するものに限定している場合は、調査すべき株主総会議案・書類の範囲も、会計に関する事項に限定される。

ウ.子会社特有の業務としては、100％子会社の場合、書面による株主総会みなし決議（書面決議）が行われる場合もあるが、その場合、株主全員の同意があるか確認するほか、株主総会の議事録が、書面決議であることが分かるようになっているか確認する。
B．スタッフの業務とポイント

B－１．株主総会議案及び提出書類の内容確認

①　スタッフは株主総会の議案決定に関するスケジュールを十分把握し、監査役が適時に議案・書類内容の確認(必要に応じ問題指摘)を行えるよう株主総会主幹部署と十分な連係をとる。

②　議案決定から提出書類(招集通知等)の印刷校了までの期間は、５月上旬から下旬の２週間程度となるなど、実務上タイトなスケジュールとなる場合が多いため、監査役への議案・書類の原案提出日程、監査役からの指摘事項回答期限等につき、株主総会主管部署と予めすり合わせを行う。

③　株主総会提出書類の法定記載事項については、施行規則等で詳細に規定されており、時々に法令改正も行われるため、株主総会主管部署から、前年度からの記載変更点、記載検討ポイント等を期末日前(３月中)に聴取し、確認すべきポイントの絞り込みを行うことが望ましい。

④　株主総会議案については、それぞれの議案内容(りん議決裁書等)を入手し、法令・定款規定との整合性等を確認し、必要に応じ株主総会主管部署からの説明、証跡の提出を受ける。

✍チェックポイント例

ア．剰余金の処分：剰余金の分配可能額

イ．取締役・監査役選任：候補者としての資格(欠格事由、社外役員の社外要件)

ウ．定款による役員の員数制限 など

⑤　招集通知(参考書類)等の株主総会提出書類についても、原稿案を入手し、同様に内容確認を行う。

⑥　定款規定に基づき、株主総会提出書類の一部を電磁的方法(インターネット)で開示する事例も増えているが、開示事項が会社法で認められた事項か否か、インターネットでの閲覧が適正に行えるか等の確認も行う必要がある。
⑦　スタッフとして、確認した結果を監査役に報告し、議案・書類等について監査役の確認を得る。

【その他特記事項】

臨時株主総会議案調査についても同様の手順で監査を実施する。

３．監査役選任株主総会議案への同意


A．監査役の業務とポイント

①　取締役が、監査役の選任に関する議案を株主総会に提出する場合、監査役会の同意を得る必要がある。(法３４３条)

②　監査役候補者の選定については、一義的には取締役側が行うことになるが、監査役(監査役会)としても、監査役としてあるべき資質/適格性等についての方針をもったうえで、予め取締役と意思疎通を図り、取締役側の候補者選定に反映させることが望ましい。

③　取締役から、監査役候補者の提案を受けた場合は、候補者の適格性を確認し、監査役会で同意適否を決定する。

④　監査役会での同意適否決定後に、監査役会の同意書(又は不同意の通知書)を作成し、取締役に通知する。
なお、監査役会の同意決定に反対する監査役は、株主総会参考書類に、監査役選任議案についての意見を記載し、株主総会で意見表明を行うことが可能である。(法３４５条、施規７６条)

【機関設計による違い】

ア．委員会設置会社においては、指名委員会が、株主総会に提出する取締役の選任議案の内容を決定し、監査委員会の委員は、取締役会の決議によって選定されるため、同意対応は生じない。

イ．非上場会社としての違いはない。

ウ．持株会社の常勤監査役候補者の場合、株主承認を受ける株主総会時点でグループ子会社の取締役等を兼務していないことが必要(法３３５条２項)。
エ.子会社特有の業務として、以下のものが挙げられる。
· 子会社（社内）監査役の人選について、親会社が人選する、あるいは親会社の了承が必要となるケースが多く、監査役の選任議案への同意（当該監査役の適格性の判断）は、形式的なものとなりがちではある。しかし、監査役の選任に関する監査役の同意は、会社法３４３条により、監査役に付与された権限であることから、親会社から当該監査役の経歴書等を取り寄せ、監査役としての適格性の判断を行う等、監査役会（監査役内）で検討することは必要である。又、取締役より、監査役選任議案への同意に係る依頼書を受領し、監査役（会）の同意書を通知することも必要である。
· 監査役が親会社から派遣される場合、親会社の人事異動に伴い、任期途中での監査役の辞任・選任が行われ、監査役選任議案同意に係る(臨時)監査役会（臨時株主総会）を開催する必要がある。又、親会社派遣の監査役は度々交代するので、任期に注意が必要。定款に規定があれば前任者の任期を引き継ぐ（336③）が、4年目の定時株主総会での選任決議を忘れないよう注意が必要であり、新任監査役の任期を把握しておくため、前任の派遣監査役が辞任なのか否かについても確認する必要がある。
· また、子会社が非上場会社の場合、臨時株主総会開催が容易なため、補欠監査役の選任の必要性が薄くなる。
B．スタッフの業務とポイント

B－１．監査役選任議案の同意判断に関する業務

①　取締役から監査役候補者の提案があり、監査役から指示があった場合は、候補者の適格性の確認等、以下の業務を行う。

②　なお、会社法上の資格等、監査役候補者としての基本条件については、提案者である取締役側での確認プロセスを確認することになる(基本条件は確認済みである旨、同意依頼書に記載させることも考えられる)。

✍チェックポイント例

ア．監査役としての会社法上の資格充足(法３３５条)

イ．社外監査役候補者としての会社法上の資格充足(法２条１項１６号)

ウ．社外監査役候補者の独立性(特に証券取引所に独立役員として届出予定の場合)

エ．兼務先数の状況(兼務役職の数、兼務先での役職の状況等から、監査役としての業務遂行に支障がないかなど)

オ．監査役の員数、構成(定款規程の員数を超えていないか、社外監査役が半数以上となるか)

③　上記確認後、同意適否の審議を監査役会の議題として設定し、その決定を受けて、監査役会の同意書(又は不同意の通知書)を作成するとともに、同意適否判断(不同意の場合はその理由)について、議事録等記録を作成する。

④　監査役選任議案についての株主総会参考書類の記載内容についても、作成主管部署から原案を入手し、法定記載事項(施規７６条)に不備がないか確認を行う(作成主管部署による確認状況のチェック)。

✍チェックポイント例

ア．社外監査役候補者の他社役員兼務先での不祥事に関する記載

イ．社外監査役候補者の特定関係事業者との関係についての記載

ウ．会社経営の経験がない者を社外監査役候補者とする場合、適切な職務遂行が可能と判断した理由に関する記載

【留意点】

公認会計士を監査役に選任する場合、公認会計士法による就職の制限(公認会計士法２８条の２)があるため、この制限に抵触しないか否かの確認が必要である。

【各社の工夫】

ア．社外監査役に望まれる資質(弁護士、会計士等専門知識のバックグラウンドや独立性についての考え方)については、社外役員も参加する取締役会の諮問委員会で議論し、基本的な方針を社外役員の選任基準として明確化している。

イ．新任監査役候補者の氏名等が直前まで明かされず、スタッフとして施規７６条の要件の確認がとれない場合は、人選主管部署(人事部等)に施規７６条の要件を満たしていることについて書面により回答してもらう。

ウ．社外監査役の候補者選定に際し、取締役側が常勤監査役からの推薦を求める場合もあり、監査役スタッフとして、社外監査役候補者となり得る人材リストや他社の社外監査役の状況についての基礎資料を準備している。
エ.子会社において、監査役を含むグループ企業の役員の兼務・任期一覧表を総務部が作成し管理しているほか、経営企画部、監査役スタッフも独自の管理表を作成し、適格性に留意している。
第４節　監査役会の運営

１．監査役監査基準の制定・改定

	根拠条文：なし


A．監査役の業務とポイント

①　監査役会は監査の実効性の確保のために監査役監査基準を定める必要がある。

②　日本監査役協会が公表している監査役監査基準は、その目的について「監査役の職責とそれを果たすうえでの心構えを明らかにし、併せて、その職責を遂行するための監査体制のあり方と、監査にあたっての基準及び行動の指針を定めるものである」と謳っている。監査役監査基準は、監査役がそれに準拠して監査を実施したとすれば、善良な管理者としての注意義務を果たして監査を行ったと主張し得る根拠の一つとなる。

③　一方、監査役監査基準制定後は、それに基づいて監査役監査を遂行する法的な義務を負う可能性も十分にあり、自社の状況を考慮し、実効性のある基準を制定する必要がある。

④　なお、監査役監査基準は法律上、制定を義務付けているものではない。

(ａ)　制定内容・改正内容の検討

①　会社の特性・規模や業界特性などを加味して、実効性のある監査役監査基準を検討する。

②　モデル的な位置付けとして日本監査役協会は監査役監査基準を公表しているが、これを参考にして、標準的な監査役監査の基準やその趣旨を理解したうえで、各社の基準を制定することが望ましい。

③　日本監査役協会の監査役監査基準改正時もその内容や改正趣旨を理解のうえ、各社対応を検討することが望ましい。

(ｂ)　監査役会で審議

監査役監査基準は監査方針・監査計画を作成するうえでも、恒久的な指針の位置付けにあり、通常、監査役監査基準の策定は監査役会の決議事項である。

(ｃ)　執行部門への報告

監査役監査基準については、執行部門に対して、監査活動を行う際の姿勢・目的などを知らしめる目的で報告を行う。また、イントラネット等で公開している会社もある。

【機関設計による違い】

日本監査役協会が公表している監査委員会監査基準は、その目的について「監査委員会の職責とそれを果たすうえでの監査委員の心構えを明らかにし、併せて、その職責を遂行するための監査体制のあり方と、監査にあたっての基準及び行動の指針を定めるものである。」と謳っており、監査役監査基準と同じ目的である。

【常勤監査役非設置会社における留意点】
監査役監査基準を、協会雛型を参考にして作成する場合、同雛型をそのまま転用するのではなく、実際の監査役活動と整合性が取れるものを作成する必要がある。不祥事が発生し、監査役監査基準通りに監査活動を行っていなかった場合、善管注意義務違反として訴えられることもあることに留意する必要がある。
【子会社の事例】
1 法改正や監査役監査基準のひな形改定などがあった時は、親会社から情報提供を行っている。

2 監査役監査基準は親会社として作成し、親会社のスタッフが関係会社版のひな型を作成し、提示している。各社はそれをベースに自社用に作成している。

B．スタッフの業務とポイント

B－１．基準の制定・改正
①　常に会社を取り巻く環境に注意し、自社の監査役監査基準の制定又は改定が必要か否か、必要に応じて検討する。

ア．検討が必要なケースの例

◆会社法など各種法令の改正に伴う基準の改正

◆日本監査役協会の監査役監査基準の改正に伴う基準の改正

(その改正の趣旨及び改正内容を把握して改正を検討する)

◆新規の業務展開等による自社のリスクの変化や社内規則の改正など社内事情による基準の改正

イ．検討項目例

◆各社の特性、業界の指針などから対応すべき監査基準を検討

◆日本監査役協会の監査役監査基準をもとに、自社の監査役監査基準へ参考にすべき監査基準の検討

◆ＵＳ‐ＳＯＸなど上記以外で考慮すべき基準がある会社は、その基準に照らし合わせ対応すべき監査基準の検討

②　検討にあたっては、以下に留意して条文の内容・根拠を十分に理解しておく。

ア．日本監査役協会の監査役監査基準の理解

イ．改正時は自社と日本監査役協会の監査役監査基準との差異

ウ．改正時は過去の改正時検討状況調査

③　基準の制定・改正に係る資料作成と監査役への報告

制定・改正に係る資料を作成する。作成にあたり日本監査役協会の監査役監査基準との相違点など理由など分かりやすく取りまとめる。また、改正時は新旧表の作成とその変更理由を記載する。

【留意点】

ア．社内規則の改正に伴う監査役監査基準の変更の場合、他の社則と同じタイミングで改正するなど、社内規定全般の整合性に留意する必要がある。

イ．グループ企業は一般的にはグループ内で基準の平仄をとっていることが多く、この場合、親会社又は子会社の関係者と情報共有を図り改正を進める必要がある。また、親会社は子会社の取りまとめとして、グループ企業内のひな型の作成や子会社に対する説明会の開催など、グループ全体で円滑に改正作業が行えるようにすることも検討する。

ウ．内部統制システムに係る監査の実施基準(日本監査役協会のひな型参照)等を自社で制定している場合は、必要に応じて検討を行う必要がある。

【各社の工夫】

ア．監査役監査基準の記載内容に対して、具体的な監査活動を並列に記載することで、監査活動に漏れがないかどうかの検証を行う。

イ．日本監査役協会の監査役監査基準を参考に作成する場合は、自社の基準の新旧表の作成にとどまらず、日本監査役協会との相違表と相違理由を作成することにより、関係者への理解を容易にするとともに次回改正時の作業軽減を図ることができる。

ウ．社内の法務部門などで文書審査チェックを行う

エ．社外への情報収集のためのアンテナを張る……他社との情報交換・商事法務・法律関連団体のメルマガの活用など

B－２．監査役会議案及び議事録作成と執行部門への通知

(ａ)　議案の作成

①　監査役会の議長、又は議題を提出した監査役と議題について確認する。

②　その後速やかに議案資料を作成する。

③　作成した議案資料は、議長に内容の確認を依頼し、また監査役会当日の進行について確認し、当日の議事進行がスムーズに図られるよう努める。

(ｂ)議事録の作成

①　監査役会に同席する。

②　議事の経過を記録し、議事録の作成に備える。

③　書き留めた議事の内容をもとに議事録案を作成する。

④　議事録案を作成次第、議長に確認し、その後、出席した監査役に内容の確認をとる。

⑤　修正意見があった場合、当該箇所の修正の要否を検討し、再度、監査役に内容の確認をとる。

⑥　議事録を製本し、出席した監査役の署名・記名押印をとる。

⑦　議事録及び謄写を保管する。

(ｃ)　執行部門への通知・手続き

①　監査役会の審議結果を執行部門に通知し、執行部門で管理している規定の制(改)定を行う。

②　執行部門で管理している規定の制(改)定を行う。

③　執行部門(内部統制部門、内部監査部門等)に監査役監査活動の追加・変更など影響がある場合は、担当部署に別途依頼を行う必要がある。その際、制定(変更)理由など、監査役会で審議された内容も伝えることが望ましい。

【留意点】

執行部門に対し、影響がある場合は、事前に対応部署に事前依頼を行うなど、円滑に改正ができるよう調整することが望ましい。

３．監査役会の招集・開催、議事録作成

	根拠条文：法３９１条、３９２条１項


A．監査役の業務とポイント

A－１．監査役会の招集

①　監査役会は、監査役が招集する。具体的には、監査役会の開催日の１週間(定款によって１週間を下回る期間を定めている場合は、その期間)前までに招集通知を発送する(法３９２条１項)。また、全員の同意があれば、招集手続きなしに監査役会を開催できる(法３９２条２項)。

②　監査役会の招集権は、すべての監査役にある。各社において監査役会規則等で、監査役会の招集権者を定めている場合は、その招集権者が監査役会を招集する。具体的には、株主総会後、最初の監査役会で議長を定め、議長が監査役会を招集し運営することが考えられる。ただし、緊急を要する決議事項が発生した場合等は、非定例の監査役会を開催することになり、各監査役が招集権者に対し監査役会を招集するよう請求するか、あるいは自ら監査役会を招集する。

③　監査役会は、取締役会のように３ヶ月に１回以上開催する法的な義務はないが、取締役会の前後に開催する場合が多い。ただし、取締役会の議題に関する監査役会の意見形成の場、あるいは監査役会として取締役会に報告すべき事項の事前審議の場として、監査役会を取締役会前に行う会社もある。

A－２．監査役会の開催

①　監査役監査基準(日本監査役協会制定)では、「各監査役は、監査役会が監査に関する意見を形成するための唯一の協議機関かつ決議機関であることに鑑み、職務の遂行の状況を監査役会に報告するとともに、監査役会を活用して監査の実効性の確保に努めなければならない。」と規定されている(基準第６条２項)。また、「監査役会は、法令に定める事項のほか、取締役及び使用人が監査役会に報告すべき事項を取締役と協議して定め、その報告を受けるものとする」と規定している(基準第６条４項)。

②　すなわち、監査役会は会社法で規定された事項を決議・同意する場だけでなく、各監査役が職務の分担に基づき監査活動を行った結果について報告し、意見交換・情報交換を行うとともに、必要に応じて協議をする場として、また、取締役や会計監査人等から各種の報告を受ける場として重要である。

③　従って、監査役会の開催日の決定にあたっては、監査役間で十分にスケジュール調整を行うことが重要である。特に、社外監査役にとっては、重要な情報収集の場であり、かつ、監査役会への出席状況・発言状況が事業報告に記載されることになるので、開催日の決定に際しては、社外監査役への配慮が必要である。

④　なお、監査役会は全員が同じ場所に集まらなくても、電話会議・テレビ会議の方法をとることにより、隔地間であっても開催できる。

A－３．監査役会の付議事項

監査役会の付議事項には、「決議事項」、「同意事項」、「協議事項」、「報告事項」がある。

(ａ)　決議事項

①　監査役会の決議は、監査役の過半数をもって行う(法３９３条１項)。

ア．監査役会監査報告の作成(法３９０条２項１号)

イ．常勤監査役の選定及び解職(法３９０条２項２号)

ウ．監査の方針、監査の方法等(法３９０条２項３号)

エ．監査役の選任に関する同意(法３４３条)

オ．会計監査人の選任・解任・不再任に関する同意等(法３４４条)

カ．会計監査人の報酬等の決定に関する同意(法３９９条１項・２項)

②　その他、必要に応じて決議する事項は以下のとおりである。

ア．特別取締役による取締役会に出席する監査役の互選(法３８３条１項)

イ．特定監査役の決定(施規１３２条５項、計規１３０条５項)

(ｂ)　監査役会での決議が望ましい事項

会社法等により規定はされていないが、監査役会において決議するのが、一般的あるいは望ましい事項は次のとおりである。　　

ア．監査役会議長の選定

イ．監査費用(法３８８条)

ウ．監査役監査基準、監査役会規則・規程、内部統制システムに係る監査の実施基準などの制定・改定

(ｃ)　全員一致による同意事項

会社法の規定により、次の事項については、監査役全員一致による同意が必要である。　

ア．監査役会による会計監査人の解任(法３４０条)

イ．取締役の責任の一部免除に関する株主総会への議案提出に係る同意等(法４２５条３項、４２６条２項、４２７条３項)

ウ. 株主代表訴訟において会社が被告取締役を補助するため訴訟に参加することに対する同意(法８４９条２項)

(ｄ)　協議事項

監査役会規則第２４条(日本監査役協会制定)では、「監査役の報酬等の協議については、監査役の全員の同意がある場合には、監査役会において行うことができる」とされている。また、同様に「監査役の権限行使に関する協議」として、　　監査役は、次の事項に関する権限を行使する場合又は義務を履行する場合には、事前に監査役会において協議をすることができると規定している(監査役会規則第２３条)。

ア．株主より株主総会前に通知された監査役に対する質問についての説明

イ．取締役会に対する報告及び取締役会の招集請求等

ウ．株主総会提出の議案及び書類その他のものに関する調査結果

エ．取締役による会社の目的の範囲外の行為その他法令又は定款違反行為に対する差止め請求

オ．監査役の選任、解任、辞任及び報酬等に関する株主総会での意見陳述

カ．会社と取締役間の訴訟に関する事項

キ．その他訴訟提起等に関する事項

(ｅ)　報告事項

会社法では、取締役は会社に著しい損害を及ぼすおそれがある事実を発見したときは、監査役会への報告が義務付けられ(法３５７条２項)、また会計監査人からの監査役会への報告も同様に規定されている(法３５７条２項、３９７条３項)。また、監査役はいつでも取締役・使用人などに対して報告を求めることができる(法３８１条３項)とともに、取締役・使用人・子会社の取締役等と意思疎通を図り、情報収集に努めなければならない(施規１０５条２項)とされている。このような会社法の規定を踏まえ、次に掲げる報告を受ける。

ア．取締役・執行役員から業務の遂行状況等の報告聴取

イ．内部監査部門長、内部統制部門長からの報告聴取

ウ．会計監査人からの報告

エ．子会社取締役からの報告

オ．各監査役からの監査活動報告

監査役会の議事については議事録を作成する(法３９３条２項)。なお、決議に参加した監査役が議事録に異議をとどめない場合は、その決議に賛成したものと推定される(法３９３条４項)。そのため、異議のある場合は議事録に正しく記録を残す必要がある。

取締役会では決議の省略(書面決議)は規定されている(法３７０条)。しかし、監査役会については規定がなく、監査役会の決議の省略(書面決議)はできない。一方、取締役、監査役又は会計監査人が、監査役の全員に対し監査役会に報告すべき事項を通知したときは、その事項について監査役会に報告することを要しない(法３９５条)。

【機関設計による違い】

ア．委員会設置会社においても、監査委員会の招集権は各委員にある(法４１０条)。また、招集通知の発送期限、委員全員の同意に基づく招集手続きの省略についても、監査役会の場合と同じである(法４１１条１項・２項)。

イ．監査役会との違いは、取締役・執行役に対し監査委員会への出席並びに監査委員会が求める事項について説明することを要求する権利をもっていること(法４１１条３項)てあり、この権利に基づき取締役・執行役の出席が必要な場合にはスケジュール調整を行ったうえで、取締役・執行役に対し招集通知を発送する。

ウ．また、監査委員会は、取締役会と同様に①定足数は監査委員の過半数の出席であるが、②決議は出席した監査委員の過半数(ただし取締役会で過半数を上回る割合を定めた場合はその割合以上)をもって行うことができる(出席者の過半数が社外取締役である必要はない)(法４１２条１項)。

エ．ただし、決議について特別の利害関係を有する監査委員は、その議決に加わることができない(会４１２条２項)。よって出席した監査委員が３人の場合において、決議に関してある出席した監査委員の１名が特別な利害関係を有していたならば、その監査委員は決議に参加することができないため、残りの２名のうち１名が賛成、１名が反対となった場合は、賛成・反対とも「過半数」とならないため、決議そのものが無効になってしまう。

オ. 監査役会非設置会社において、該当する事項はないが、監査役が複数（一人は常勤、一人は他社兼務）の場合、取締役会開催後、監査役会とほぼ同じ運用方法で、監査役連絡会を開催し、議事録の作成・保管も行っている事例もある。

B．スタッフの業務とポイント

B－１．監査役会議題の確認と招集通知案の作成

(ａ)　監査役会議題の確認

①　監査役会の開催日の１週間(定款によって１週間を下回る期間を定めている場合は、その期間)前までに招集通知が発送できるように、監査役会議題を招集権者と確認する。

②　年間の監査計画、過去の監査役会議題、各監査役の報告事項の有無等に基づき議題を抽出し、招集権者と確認のうえ、招集通知(案)を作成する。

　監査役会に取締役、会計監査人や内部監査部門、その他使用人等の出席・報告を予定する場合は、議題の確定前に予めスケジュールを確認、調整しておき、招集通知の発送後、改めて正式に出席を依頼する。
(ｂ)　監査役会の付議事項

法的に、また時期により、監査役会に付議すべき事項について、スタッフはよく理解したうえで、必要に応じて議題を提案、確認する。年間開催予定の監査役会における付議事項一覧については、別紙｢監査役会付議事　項｣に詳しく載せている。

✍非定例の監査役会の対応

年間スケジュールに予定されている定例的な監査役会以外の、非定例な監査役会を開催する場合は、

①　監査役が招集権者に対し監査役会を招集するよう請求した場合は、招集権者と議題を確認し、監査役会招集権者名で招集通知(案)を作成する。

②　監査役が招集権者に対し監査役会を招集するよう請求したにもかかわらず、招集権者が招集しない場合は、監査役会の招集するよう請求した監査役と議題を確認し、その監査役名で招集通知(案)を作成する。
(ｃ)　招集通知案の作成

招集通知の発送期限を意識し、余裕をもって招集通知(案)を作成する。

(ｄ)　招集通知の内容

招集通知に記載すべき内容について法的定めはないが、招集の目的を果たすためには、開催日時と開催場所を必ず記載する。また、監査役会の効率的かつ効果的な運営のためには、会議の目的事項(議題)も記載することが望ましい。

✍招集通知記載事項

ア．開催日時、イ．開催場所、ウ．会議の目的事項(議題)

【留意点】

ア．監査役会を効率的に進めるためには、議題の時間配分も想定しておくことが必要である。

イ．非定例の監査役会を開催する場合は、必要に応じてすべての監査役にその趣旨説明を行う。

ウ．定例・非定例の監査役会に関わらず、「決議事項」を監査役会に付議する場合は、成立要件があるため(在任監査役の過半数の賛成、出席監査役の過半数の賛成ではない)、監査役が出席可能かどうかを確認しなければならない。そのため、定例の監査役会が年間スケジュールとして予定されている場合であっても、各監査役が出席可能かどうかを再確認し、必要に応じて開催日を再調整する。

B－２．招集通知の発送

(ａ)　招集通知の発送及び方法

①　監査役会招集権者に確認し、内容が確定した招集通知を、発送期限の前までに各監査役に発送する。この際、事前に配付すべき関連資料がある場合は同時に発送する。

②　なお、招集通知及び関連資料を発送する手段に法的定めはないが、社内規程・運用ルールに基づき、郵送、電子メールあるいはファクスにて送信する。その際は、社内の文書管理規程・情報管理規程等に基づいた処置(書留・親展扱い、電子ファイルの暗号化等)を施し、誤送信に注意する。

【留意点】

ア．監査役全員の同意があるときは、招集手続きを経ることなく開催することができる(法３９２条２項)。

イ．この場合、スタッフは監査役全員の同意が得られていること(いつ、どこで、どのように同意されたか)を確認する。また、同意が得られたこと、同意が得られたうえで監査役会を開催すること等、監査役会議事録に証跡として残すことが望ましい。

ウ．なお、招集手続きを経ることなく開催する監査役会は、以下が想定される。

✍定例

定例の監査役会の開催日程を期初に年間スケジュール等で決めており、かつ、その開催にあたって、招集手続きを省略することを監査役全員が同意している場合は、(招集手続きを省略して)監査役会を開催することができる。

この場合でも、監査役会の開催の都度、次回の開催日程を確認することが望ましい。

✍非定例：緊急時(通常の招集手続きを経る期間がないとき)

会社に著しい損害を及ぼすおそれがある事実を発見した場合の取締役からの報告等、監査役会を緊急開催する必要があり、通常の招集手続きを経る期間のない緊急時は、監査役全員の同意を得て、招集手続きを省略して監査役会を開催する。

✍非定例：通常の招集手続きを経る期間があるとき(にもかかわらず)

例えば、定例の監査役会の席上で、非定例の監査役会の開催(開催日時・開催場所を含め)を決議し、併せて (招集手続きを経る期間はあるものの手続き簡略化から)監査役全員の同意を得て、招集手続きを省略して監査役会を開催することが考えられる。

(ｂ)　招集通知の保管

招集通知は、招集手続きに瑕疵がないことの証跡、あるいは後日の議案検討の資料となるので、社内規程に従い保管場所を定め保管する。

【留意点】

ア．監査役会の招集通知の発送期限である「１週間前までに」とは、期間の計算に特別の定めがない限りは民法(民法１３８条～１４３条)に基づいて計算する。この場合、初日は原則として期間に算入せず(初日不算入の原則)、民法１４０条に基づき翌日から起算し、民法１４１条に基づき末日の終了をもって満了とする。

イ．ただし、民法は基準日から未来についての定めはあるが(民法１３８条～１４３条)、過去についての定めはないため、未来についての条文から類推することになる。

例えば、監査役会の開催日が５月１８日(水)である場合、１週間後の満了は５月２５日(水)が終了する時点となる(未来)。これに従えば、さかのぼって１週間前の開始は５月１１日(水)が開始される時点となる(過去)。

ウ．よって、「１週間前までに」とは、「５月１１日(水)が始まるまでに」となるので、招集通知は５月１０日(火)以前に発送しなければならないことになる。すなわち、開催日と招集通知の発送は、最低でも中１週間が必要となる。


エ． ただし、会社法上、招集通知が１週間前までに監査役に届いている必要はなく、１週間前までに発送すればよい(法３９２条１項)。

【各社の工夫】

ア．招集権者に関して

◆期初の監査役会で監査役会の議長を選定し監査役会規則の規定により、議長を招集権者としている。

イ．監査役会の開催日程・招集手続きの省略に関して

◆取締役会の議題について、非常勤監査役も含めた監査役間の意見形成の場として、監査役会を取締役会当日の取締役会前に行っている。

◆期初の監査計画策定時において、年間の監査役会の開催日を確定させている。この際に、監査役会の招集手続きの省略の同意を得ている。

◆監査役会の場で、以後の監査役会の招集手続きを省略する同意がなされた場合は、証跡として残すため、その旨を議事録に記載している。

◆監査役会の年間スケジュールが未確定、また週・曜日等で定例化もされていないが、情報共有化のため、当日の監査役会終了後に、監査役間で次回監査役会の開催日時、及び想定される議題等を確認している。

ウ．議題の確認と招集通知(案)の作成・招集期限の短縮に関して

◆議題の確認、及び招集通知(案)の作成は、検討の時間を設けるため、招集通知の発送時期に合わせ１ヶ月～１０日前を目途に行っている。

◆定款で招集通知を発送する日を短縮しているが、招集通知が非常勤監査役にも確実に届くよう、可能な限り開催日の１週間前に作成している。

エ．招集通知の発送に関して

◆監査役会の資料等は、各監査役に事前配付し、監査役会が効率的に運営されるよう配慮している。

◆即時到達性と保管性の観点から、電子メールにより招集通知を発信している。

◆招集通知が確実に届くように、常勤監査役には手渡し、非常勤監査役には正を郵便等で、写しをＰＤＦ化して電子メールの添付ファイルで発信している。

【その他特記事項】

ア．会議の目的事項には「決議事項」「報告事項」がある。（詳細は別紙「監査役会付議事項」参照）

イ．「議題」と「議案」の違いに注意する。（後述参照）

B－３．議案の作成

①　招集権者、又は議題を提出した監査役と議題及び議案について確認した後、速やかに議案資料を作成する。

②　なお、取締役、会計監査人、内部監査部門、その他使用人等が、報告のため監査役会に出席する場合や、監査役会の同意を請求するために出席する場合は、資料の有無、あるいはスタッフが資料を取りまとめる必要があるのか、出席者が当日持参するのか等を確認し、監査役会の開催に支障がないように注意する。

③　作成した議案資料、会計監査人等から事前に入手し取りまとめた議案資料は、監査役会の議長に内容の確認を依頼し、また監査役会当日の進行について確認し、当日の議事進行がスムーズに図られるよう努める。

B－４．監査役会の運営

(ａ)　事前準備

①　監査役会の議事次第、及び関連資料等を作成し、議事進行のシナリオについて監査役会の議長と確認する。また、監査役会の開催日までに余裕をもって会場その他の準備を行う。

②　なお、議案資料は、特に非常勤監査役には理解してもらい、議論を尽くしてもらうために、事前に議案資料一式を送付し、目を通してもらうことが望ましい。

(ｂ)　監査役会への同席

①　監査役会に同席し、付議内容及び結果のみならず、各監査役の発言内容を含め、議事の経過を記録し、議事録の作成に備える。

②　なお、監査役会議事録に記載しなければならない事項は、施規１０９条３項に以下のとおり定められているため、しっかりと記録しなければならない。

ア．監査役会が開催された日時・場所

イ．出席した監査役

ウ．監査役会に出席した取締役又は会計監査人がある場合は、その氏名又は名称。

エ．開催場所に存しない監査役、取締役又は会計監査人が出席した場合はその出席方法

オ．議長の氏名(議長が存する場合)

カ．議事の経過の要領及び結果(議題、議事進行過程、出席者の意見・発言、結果)

キ．下記の報告による意見又は発言の内容

キ－１．会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実を取締役から報告を受けた場合の、監査役の意見又は発言の概要

キ－２．取締役の職務執行に関して不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実について会計監査人から報告を受けた場合の、監査役の意見又は発言の概要

キ－３．その他監査役会が必要に応じて取締役、使用人及び会計監査人に報告を求めたときの取締役、使用人及び会計監査人からの報告の内容

③　監査役会の結果、取締役に報告・連絡すべきものがある場合には、通知書・同意書あるいは協議書等を作成し、送り状を付けて、速やかに所管部署に送付する。

【留意点】

ア．監査役会の決議は、監査役の過半数をもって行わなければならないとされている(法３９３条１項)。監査役会の決議は、会議に欠席者がいる場合でも在任監査役総数の過半数の賛成が必要であり、出席監査役が在任監査役の過半数に満たない場合は、決議は自動的に無効となる。

イ．そのため、スタッフは監査役会の開催スケジュールに配慮するのはもちろんのこと、実際に監査役会が開催されるまで、監査役が出席できるか否かを確認し、あるいは急遽、監査役が欠席・遅参する場合には、監査役とスタッフ間(社外監査役の場合はその勤務先等も含む)で連絡できるようにしておく必要がある。
ウ．なお、監査役が実際に会議場所に来られなくても、一定の条件を満たせば電話会議・テレビ会議等を用いて監査役会に出席することが認められている。

✍「議題」と「議案」の違い

ア．「議題」と「議案」について、「議題」とは会議の目的事項であり、「議案」とは会議に付議され、決議・報告される原案のこと。

イ．例えば、監査役会の招集通知に、監査役会の目的事項として記載される「監査計画の件」が「議題」であり、監査役会で審議される具体的な監査計画の内容(監査対象部門、時期、分担等)が「議案」となる。




なお、法令、定款又は会社規則にて、決議又は報告するよう定められた事項が漏れなく付議されるように、スタッフも議案の付議根拠を確認する。また、監査役会のスムーズな運営のため、年間の議題を予め書き出し、監査役と付議すべき議題と時期等を確認しておくことが望ましい。

✍テレビ会議・電話会議の利用時の注意点

テレビ会議・電話会議を利用する場合は、映像又は音声が途切れなく、「出席者の音声が即時に他の出席者に伝わり、出席者が一堂に会するのと同等に随時的確な意見表明が互いにできること
」が必要とされているため、予め相手方(自社の他事業所・事務所や、非常勤の社外監査役の勤務先等)と通信テストを行い、また当日も開催前に通信状態を確認しなければならない。

【各社の工夫】

ア．監査役会の議事運営について

監査役会当日の議事進行がスムーズに図られるよう「シナリオ(発言・進行メモ)」を作成している。

イ．監査役会の議事の記録方法について

予め監査役の了解を得たうえで議事を録音し、議事録の作成に備えている。

(２)　会計監査人の監査報酬等の同意

	根拠条文：法３９９条１項、２項


A．監査役の業務とポイント

A－１．執行部門からの会計監査人の報酬等に関する同意依頼書の受領

(ａ)　執行部門から同意依頼書の受領

執行部門と会計監査人の報酬等の折衝が終わった段階で(７月頃)、執行部門から会計監査人の監査報酬の算定根拠等を記した監査役会宛ての同意依頼書を受領する。

(ｂ)　執行部門からの説明聴取

株主総会後、監査役は執行部門から、会計監査人の報酬等の金額案とその根拠(見積書等)の提示、説明を受ける。説明を受ける際には、監査役会での審議・同意に足るよう、以下のポイントを聴取し、不足があれば、追加説明、資料の提示を求める。

✍説明聴取のポイント

ア．会計監査人との折衝にあたっての基本的な考え方及びその理由

イ．監査計画日数・時間の過年度比較(監査項目別)

ウ．報酬単価の過年度比較(時間当たり又は日当たり)

ウ－１．報酬単価のグループ会社との比較(可能な場合)

ウ－２．報酬単価の同業他社との比較(可能な場合)

※ 監査時間及び報酬単価については、職位別・職責別についても確認することが望ましい。

エ．非監査業務の有無及びその内容

オ．同一会計監査人が子会社等の会計監査を担当する場合は、その報酬見積

(ｃ)　会計監査人からの説明聴取

監査役は、会計監査人からも監査計画その他必要な資料を受領しかつ報告を受け、また非監査業務の委託状況及びその報酬の妥当性を確認のうえ、会計監査人の報酬等の額、監査担当者その他監査契約の内容が適切であるかについて、契約毎に検証する。

【機関設計による違い】

委員会設置会社においては、会計監査人の監査報酬同意の手続きは、監査役設置会社と同様である。(法３９９条３項)

A－２．監査役会で決議し執行部門に通知　

(ａ)　監査役会で決議

①　監査役会は、監査役が事前に会計監査人から聴取した監査計画等及び執行部門からの聴取内容の検証を踏まえ、監査日数・時間が必要・十分か、監査項目別に対応した適切な監査人員が投入されているか等、その報酬等の妥当性を判断する。

②　また、結論が不同意の場合には、当該結論に至った根拠・理由を文書にまとめ、執行部門に伝達する。

【留意点】

ア．監査役会が同意する会計監査人の報酬等は、会社法が会計監査人に求めている計算関係書類の監査に係るものであり、非監査業務や金融商品取引法に基づく監査など会社法以外の監査に係る報酬等は該当しない。会社法監査と金融商品取引法監査に係る報酬等が明確に区別できない場合は、金融商品取引法に基づく報酬等も含めて包括同意している。

イ．なお、非監査業務の額が監査報酬の額と同程度あるいは上回っている場合は会計監査人の独立性が疑われるので、会計監査人の執行部門からの独立性の確認の観点から、非監査業務の委託状況、その報酬の妥当性を確認する必要がある。

ウ．子会社の場合、会計監査人の報酬同意については、事前に親会社がグループ会社全体の報酬額に合意するため、子会社は追認するだけで、監査役の報酬同意は形式的なものになりがちである。しかし、会計監査人の監査報酬の同意は会社法に規定されている監査役の権限であることから、会計監査人から資料を受領し、説明を確り聞いた後、監査報酬に同意するというプロセスを踏むことは重要である。
(ｂ)　執行部門への通知

監査役会で決議された会計監査人の報酬等の同意について、執行部門に通知した事実を記録に残す趣旨から報酬同意書を作成し、代表取締役等執行部門に送付する。

B．スタッフの業務とポイント

B－１．同意依頼書の受領と執行部門・会計監査人の交渉内容の確認

(ａ)　執行部門からの説明聴取

①　定時株主総会終了後、監査役が執行部門から提出された会計監査人の報酬等の金額案とその根拠(見積書等)の内容を確認するための説明を受ける場を設定する。本ミーティングには、監査役スタッフが同席し、ミーティングの内容を記録・保管する。

②　ミーティングに際しては、執行部門に以下の資料の準備を依頼することが望ましい。

ア．会計監査人が作成したもの

◆監査契約書案

◆監査報酬見積書(以下の内容のもの)

◆監査項目別の監査時間数(当期予定時間・前期実績時間、前期予定時間)

◆見積根拠データ(監査手続き実施事項、内容、実施時期、予定時間、前年の実績等)

イ．執行部門が作成したもの

◆報酬等の金額水準に関する検討資料

◆報酬決定の手続き(手順・日程等)

(ｂ)会計監査人からの説明聴取

①　常勤監査役・会計監査人のスケジュールを確認し、会計監査人からの監査計画説明聴取の日時を調整する。また、監査役スタッフも同席する。

②　会計監査人からの説明・聴取は、監査役と事前に協議した監査のポイントと提出された監査計画説明書を照査しながら、相違点・疑問点について会計監査人から説明を受ける。

③　会計監査人からの監査計画の聴取の結果を取りまとめ、面談録を作成し、監査役会の審議の資料として活用・保管する。

B－２．監査役会議案及び議事録作成と執行部門への通知

(ａ)　議案の作成

①　監査役会の議長、又は議題を提出した監査役と議題について確認する。

②　その後、速やかに議案資料を作成する。

③　作成した議案資料は、議長に内容の確認を依頼し、また監査役会当日の進行について確認し、当日の議事進行がスムーズに図られるよう努める。

【留意点】

監査役会で審議するために会計監査人の報酬等の同意に関する議案及び下記資料を用意し、監査役会議長に内容の確認を受ける。

ア．執行部門からの会計監査人の報酬等の同意依頼書の写し(執行部門作成資料)

イ．会計監査人の監査時間・報酬の資料

ウ．社外動向調査等の資料

エ．監査報酬見積書の写し(会計監査人提出資料)

(ｂ)　議事録の作成

①　監査役会に同席する。

②　議事の経過を記録し、議事録の作成に備える。

③　書き留めた議事の内容をもとに議事録案を作成する。

④　議事録案を作成次第、議長に確認し、その後、出席した監査役に内容の確認をとる。

⑤　修正意見があった場合、当該箇所の修正の要否を検討し、再度、監査役に内容の確認をとる。

⑥　議事録を製本し、出席した監査役の署名・記名押印をとる。

⑦　議事録及び謄写を保管する。

(ｃ)執行部門への通知・手続き

①　監査役会での審議結果を踏まえ、会計監査人の報酬等に関する同意書を作成する。同意書には監査役会終了後に記名捺印を受けるが、次の２とおりが考えられる。

ア．監査役会議長のみが記名捺印する。

イ．監査役全員が記名捺印する。

②　記名押印された同意書を執行部門へ送付するとともに、写しを同意依頼書その他の資料と一緒に監査役会議事録の添付資料として保管する。 

第５節 非日常的活動に関する事項
１．会計監査人の選任・不再任議案への同意

	根拠条文：法３４４条１項、３項


監査役会設置会社において、取締役は、次に掲げる行為をするときは、監査役会の同意を得なければならないこととなっている(法３４４条１項・３項)。

ア．会計監査人の選任に関する議案を株主総会に提出すること

イ．会計監査人の解任を株主総会の目的とすること

ウ. 会計監査人を再任しないことを株主総会の目的とすること

Ａ．監査役の業務とポイント

(ａ)　一連の手続き(一連の流れ)

①　取締役が、会計監査人の不再任を株主総会の議題とする場合、及び会計監査人を新たに選任する議案を株主総会に提出する場合は、監査役会の同意を得る必要がある。

②　監査役が取締役から会計監査人の不再任の提案を受けた場合、監査役は取締役からその理由につき説明を受け、必要に応じ会計監査人と面談するなど事実確認を行ったうえで、監査役会で同意適否を協議・決定する(具体的なポイントについて、後述の「（ｂ）不再任の理由の確認」を参照)。

③　また、併せて提案される新たな会計監査人の選任議案につき、会計監査人候補者との面談を実施し、会計監査人としての適格性について検討・審査し、監査役会で同意適否を協議・決定する(具体的なポイントについて、後述の「（ｃ） 会計監査人候補者との面談」参照)。

④　監査役会での同意適否決定後に、監査役会の同意書(又は不同意の通知書)を作成し、取締役に通知する。

(ｂ)　不再任理由の確認(会計監査人の不再任への対応)

①　取締役が会計監査人の不再任を株主総会の議題とすること、すなわち、会計監査人を変更するには、以下の理由が考えられる。

ア．親会社が変わり(あるいは、子会社化により)、親会社の会計監査人に変更する。

イ．会社の規模が大きくなり(グローバル展開)、(海外の有力会計事務所と提携関係のある)大手の監査法人(会計監査人)に変更する。

ウ．監査報酬額(単価)について、執行側と会計監査人との意見の相違がある。

エ．会計処理等について、執行側と会計監査人との見解の相違がある。

②　監査役は、不再任の理由について確認し、その妥当性について検討を加えるとともに「会計監査人の解任又は不再任の決定方針」との整合性を確認することになる。

特に、不再任の理由が「上記①-ウ」、「①-エ」の場合で、会計監査人の監査の方法と結果が相当であるとの心証を得ていた場合、会計監査人の変更理由について十分検討を加える必要があり、特に上記「①-エ」の場合、いわゆる「オピニオンショッピング(当社にとって望ましい監査意見を表明してくれる会計監査人への交代)」となっていないか確認する必要がある。

(ｃ)　会計監査人候補者との面談

常勤監査役は、候補者と面談し、以下の事項について確認する

ア．候補者が会計監査人の資格等(法３３７条)を有していること、すなわち、独立性を有しており、欠格事由に該当してないこと

◆候補者が、独立性・欠格事由に関する規程・規則を作成している場合、当該規程・規則の内容(候補者が規定する「独立性・欠格事由」の内容、確認方法等)について確認。

◆候補者が実施する独立性・欠格事由に関する調査結果について説明聴取。 

◆独立性・欠格事由のほか、例えば、公認会士法３４条の２１等により、候補者が行政処分を受けているか否かにつても確認することが望ましい。

イ．会計監査人候補者の品質管理体制・ 監査体制の確認について

◆品質管理体制・監査体制の確認

品質管理体制・監査体制の確認については以下の点について確認することになるが、可能であれば、監査法人の組織図等をもとに説明を聴取することが望ましい。

▽品質管理体制

▽当社を担当する監査チームの体制(人員・専門性等)・ローテーション制を行う体制

▽グローバル展開している会社においては海外の有力な事務所との提携関係の有無・国際会計基準に精通しているか否か

▽同業他社の監査を担当している場合、いわゆる「チャイニーズ・ウォール(情報統制・情報管理体制)」の構築状況

◆会社計算規則１３１条に関する体制の確認

会社計算規則１３１条に関する体制の確認については、以下の点について確認する。
◆独立性に関する事項その他監査に関する法令及び規程の遵守に関する事項

▽職業倫理の遵守に関する事項、ⅱ)独立性の保持に関する事項、について確認

◆監査、監査に準ずる業務及びこれらに関する業務の契約の受任及び継続の方針に関する事項

▽監査契約の新規の締結及び更新の判断に関する方針・手続き、について確認

◆会計監査人の職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制に関するその他の事項

▽監査業務の実施にあたって必要な事項

▽監査事務所内外からの専門的な見解の問い合わせ

▽監査上の判断の相違の解決に関する事項

▽監査業務に係る審査に関する事項

▽監査事務所による品質管理システムの監視状況

▽監査実施者の採用、教育・訓練、評価及び選任の状況

▽情報管理に関する事項

▽監査事務所の引継に関する事項

ウ．監査報酬の水準について参考情報として確認。

(ｄ)　その他の業務

① 常勤監査役は、候補者との面談内容を取りまとめ、監査役会に報告

② 候補者との面談に併せて、経理部門と面談する

ア． 候補者との資料のやり取り等において経理部門が把握した、候補者の監査体制・監査報酬の水準に対する考え方について説明を受ける。

イ．候補者から要求されている資料の内容と、回答等の進捗状況について説明を受け、必要に応じて、資料提出のスピードアップも要請する(下記、「留意点(ウ)」参照)。

【留意点】
(1) 会計監査人を変更する場合の留意点

ア.会計監査人をＡ監査法人からB監査法人に変更する際、両方の議案(選任議案・不再任議案)に同意する必要がある。なぜならば、会計監査人の任期は基本的には１年であるが、B監査法人の選任議案だけを決議するだけでは「Ａ監査法人の不再任に関して株主総会で特段の決議がなされていない」こととなるため、Ａ監査法人は引き続き会計監査人であることになる。ただし、会計監査人から辞任届を受理した場合(辞任の意思を確認する手段をとった場合)、この限りではない。

イ. 会計監査人候補者(監査法人)が、監査の受嘱を承諾するまでには、「①独立性の確認、②受嘱するための監査法人内の手続き」が必要となる。「①独立性の確認」については、例えば、会社がグローバル展開している場合、監査法人の内規(ルール)に従い、海外において提携する会計事務所まで確認する(例えば、あずさ監査法人であれば、全世界のＫＰＭＧ関係者の独立性について確認する)ため、少なくとも１～２ヶ月はかかることが想定される。また、「②受嘱するための監査法人内の手続き」についても、例えば、親会社の連結子会社として監査していた場合を除き、前任の会計監査人からの引継、自社の財務状況の確認(例えば、期首残高の確認)から当該法人内の審査会の承認まで、それ相応の時間が必要となる。したがって、定時株主総会において、会計監査人の不再任議案・選任議案を提出するためには、会計監査人候補者に対して、遅くとも株主総会招集通知発送の３ヶ月前程度には、新たに会計監査を委嘱したい旨(現在の会計監査人には、監査契約を継続しない旨)を伝え、引継作業を開始しておくことが必要となる。

ウ. 上述のとおり、会計監査人の受嘱の決定までに相応の時間がかかることから、会計監査人の受嘱の決定が、株主総会の招集通知発送までに間に合わないケースも考えられ、その場合は、一時会計監査人の選任にも繋がることもある(会計監査人の変更を１期伸ばすことも考えられる。)。一時会計監査人の選任は監査役会の職務であるため、前任の会計監査人から後任の会計監査人への引継の日程、会計監査人候補者における引継作業の進捗状況、会計監査人候補者内の独立性の確認作業の進捗状況等にも留意する必要がある。

　　　(2) 子会社における留意点
子会社の会計監査人は、親会社と同一の監査法人を選任することになるケースが多いため、その場合、子会社独自で選任・解任ができない。従って、監査法人の適格性の判断は形式的なものとなる虞がある。しかし、会計監査人の選任・解任議案への同意は、会社法に規定されている監査役の権限であることから、例えば、会計監査人を選任する場合、会計監査人候補者の概要を入手し、必要に応じて、同候補者との面談等を実施し、会計監査人選任議案に同意するというプロセスを踏むことは重要である。又、取締役より、会計監査人選任議案への同意に係る依頼書を入手し、監査役（会）の同意書を通知するというプロセスをとることは重要である。
【機関設計による違い】

委員会設置会社においては、監査委員会が、株主総会に提出する会計監査人の選解任及び会計監査人を再任しないことに関する議案の内容決定を行うことになる。

B．スタッフの業務とポイント

(ａ)　一連の手続きに関する業務

①　取締役から、不再任議案に関する同意依頼書を受領したうえで、必要に応じ、監査役と取締役等の面談、監査役と会計監査人との面談を設定し、また、執行側と受任関係のない弁護士(監査役顧問弁護士)から意見を聴取するなどして、事実関係を整理・記録し、監査役による事実確認(提案理由の合理性確認)をサポートする。

②　会計監査人の選任議案についても、その内容を付した同意依頼書を受領し、必要に応じ、候補者等との面談を設定するなどして、会計監査人候補者の法的な資格(法３３７条)、資質・能力(監査方針、監査体制等)等につき事実確認を行い、監査役の同意適否判断をサポートする。

③　上記事実確認の完了後、同意適否の審議を監査役会の議題として設定し、その決定を受けて、監査役会の同意書(又は不同意の通知書)を作成するとともに、同意適否判断根拠等について議事録等記録を作成する。

④　監査役会の同意書(又は不同意の通知書)については、全監査役又は監査役会議長等監査役会を代表する通知者として定められた監査役の記名押印を行ったうえで、取締役に送付する。

(ｂ)　会計監査人候補者と常勤監査役との面談に係るスタッフ業務

①　会計監査人と常勤監査役との面談の日程調整を行う。

②　面談に関する事前準備

ア．候補者の窓口(事務局)から、常勤監査役と候補者との面談時に使用する資料を事前に入手し、面談時に確認したい事項が記載されていることを確認したうえで、常勤監査役に配付しておく。なお、一時会計監査人の選任は、通常の会計監査人の選任と比較して、「迅速かつ的確」な対応が求められるため、スタッフは、必要に応じて候補者の事務局と事前に面談し説明を受け、常勤監査役・非常勤監査役(社外監査役)にその内容を伝え、質問事項等を取りまとめておくなど、面談が、実効的・効率的に行えるよう準備しておくことも必要となる。

イ．監査報酬の水準に関して、候補者が担当する上場会社の事業報告・有価証券報告書より、会社名・業種・規模(売上高・経常利益、資産・負債等)・監査報酬額を(一覧表に)取りまとめ、常勤監査役に報告しておく。

③　面談時に同席し、以下の事項について十分な説明を聴取できたか確認する。

ア．候補者の独立性、並びに、 欠格事由に該当してないこと

◆監査役業務のポイントの「３」に基づき確認する。

◆法第３３７条(会計監査人の資格等)の第３項第１号の「公認会計士法の規定」とは、例えば、公認会計士法３４条の１１などが該当するので、候補者が当該事項について確認しているかにも留意する。(例えば、候補者の規程・規則に規定されているか)。

◆候補者が実施する独立性・欠格事由に関する社内調査が完了していなければ、進捗状況と完了予定日について確認する

イ．会計監査人候補者の品質管理体制・ 監査体制

◆監査役業務のポイントの「(ｃ)」に基づき確認する。

ウ．監査報酬の水準

◆参考情報として確認。一時会計監査人の選任については、まず、候補者に「遅滞なく」引き受けてもらうことが重要で、監査報酬の水準は、その次のテーマとなることに留意する。

エ．その他の確認事項

候補者が、既に経理部門から資料を徴求し、分析・審査を開催している場合、当該分析・審査の進捗状況について確認する。なお、経理部門からの資料の提出が遅れている場合、常勤監査役からも、資料提出に関して助言することも考えられる。

④　面談録(監査調書)の作成

ア．面談終了後、上記確認ポイントが記載された面談録(監査調書)を速やかに作成。

イ．作成した面談録は、常勤監査役の確認を経たのち、非常勤(社外)監査役に配付する。

【留意点】

取締役から会計監査人の選任・不再任等に関する議案提出につき提案(同意依頼)があった場合、監査役は、中立的な立場で、十分に事実関係を調査し、監査役としての同意適否判断を行う必要がある。スタッフも、提案取締役の事務局である経理部等からの情報に依拠しすぎることなく、中立的立場で事実調査に努める必要がある。

第３章　常勤監査役非設置会社のスタッフに求められること
～兼務スタッフの業務の優先順位に係る一考察
監査役会非設置会社では、専任の監査役スタッフが配置されているケースは監査役会設置会社と比較しても少なく、仮にスタッフが配置されたとしても、内部監査部門の他、経理・総務等の他部門のスタッフが監査役の業務を補佐しているケースが多くなっており、監査役スタッフ業務に割り当てられる時間も、監査役会設置会社と比較して短くなっており（下記、「アンケート結果」参照）、この傾向は、常勤監査役非設置会社において、さらに顕著なものになるものと考えられる。
では、このような兼務スタッフが、限られた時間で、非常勤の監査役の補助をする際、どのようなことに留意し、最低限何をすべきなのだろうか。
本書において、「監査役は、善管注意義務を尽くして、取締役の職務の執行を監査（監視・検証）し、監査報告を作成する義務を負い、監査役監査を担保するために必要な調査等を行うための権限も付与されているが、この監査役の権限・義務は、大会社・公開会社と大会社・公開会社以外の会社において違いはない。」ことを繰り返し述べてきている。

すなわち、監査役スタッフは、会社法上の監査役の義務、具体的には、取締役会への出席義務（法383条①）、あるいは、期末において、事業報告の監査（法436条①②）と計算関係書類の監査（法436条①②、法444④）を実施し監査報告を作成する義務(法381条①、施規129条①、計規127条)を、非常勤監査役に確実に履行してもらうことを考えておく必要があり、例えば、「取締役会のスケジュール調整」は最低限行う必要があると考えられる。また、監査役が監査報告を作成するに際しては、事業報告監査・計算関係書類監査の補助業務を行うほか、監査役監査報告を作成するにあたって必要になってくる、1年間に実施された監査役監査活動における証跡(監査調書)が、適切に記載されているか否かについても留意しておく必要がある。この、「取締役会出席に係るスケジュール調整」と「監査調書作成補助業務」は、スタッフにとって一番重要な業務であると考える。
次に重要となってくる業務としては、非常勤監査役が、監査役監査を担保するために必要な調査等を行うために与えられた権限、具体的には、代表取締役との面談、重要な会議への出席、役職員からの報告聴取、実地調査（往査）の実施等の事業報告請求権・業務財産調査権（法381条②）、会計監査人からの報告聴取権（法397条②）、その他、監査役の職務を適切に遂行するための意思疎通する権限（施規105条）を、限られた時間の中で実効的・効率的に行使できるよう補佐することであると考えられる。この権限の行使については、監査役の兼任状況（ⅰ）親会社の監査役と兼務、ⅱ)親会社の監査役スタッフが兼務、ⅲ)他の子会社の監査役が兼務、ⅳ)親会社の執行部門が兼務）、あるいは、業種・会社の規模等によって、監査役がスタッフに対して求めることが異なるものと考えられるため、「監査役監査活動とスタッフ業務」に記載されている事項を参考にしながら、監査役が何を行い、スタッフがどのように補助していくのか（具体的には、各種資料の準備、監査役の提言事項のアフターフォロー等）について、十分に意思疎通を図っておくことが必要になってくる。また、当然のことながら、スケジュール調整も必要な業務の一つであり、監査役とも相談しながら監査計画を作成し、年間の監査活動をスケジュール化した上で、事前の準備と事後のチェックを行っておくことも必要になってくる。
又、上記の権限の他、監査役の報酬等の協議、会計監査人の監査報酬等の同意、会計監査人の選任・不再任議案への同意等、監査役に付与された権限を、監査役が適切に行使しているか確認することも必要であると考える。

最後になるが、監査役スタッフは、自らの業務（内部監査部門、総務部門、財務・経理部門等）を行っている時に「異例事項」に気づいたら、監査役に報告することを習慣づけておく必要があると思う。その前提として、監査役に対して何を報告するかについて事前に打合せをしておくことも必要になるが、このスタッフの「気づき」を監査役に報告することにより、大きな不祥事の発生を未然に防止することに繋がることも考えられるので、常日頃から連絡を密にしておき、小さな事象でも速やかに監査役に報告することが望ましいと考える。(例えば、スタッフが経理部門であれば、通常と異なるお金の流れを把握した場合、内部監査部門であれば、内部監査で発見した事象等)。
以上、常勤監査役非設置会社のスタッフに求められることについて考察したが、限られた時間でスタッフ業務を行うことになるので、監査役とも十分相談し、監査役とスタッフの役割分担を予め決めておき、自らのルーティーン・ワークの中に組み込んでおくことが必要であると考える。


おわりに（研究上の制約と今後の課題）

出版されている多くの書籍・マニュアル同様、当研究会でもこれまで大規模公開会社を念頭に研究を重ね、その成果を公表してきた。一方で、日本監査役協会に登録する約半数は非公開会社であり、さらに監査役協会に登録していない圧倒的大多数が非公開会社や大会社以外の会社として監査役会や会計監査人を設置しないなど多様な機関設計を採用している。

そのような会社にあって、「監査役スタッフも配置されずに孤軍奮闘している監査役や、内部監査部門等の執行側業務の傍ら監査役を補佐している兼任スタッフにとっても役立つマニュアルはできないものか」「大規模公開会社のベストプラクティスではない、より多くの会社の実態に即した成果物は作れないものか」、この問題意識に果敢に挑戦したのが今般の研究である。

だが、そもそも非公開会社や大会社以外の会社の監査役スタッフの絶対数は少なく、いわんやスタッフ研究会に参加できるだけの余裕はないのが現実であろう。

そうした制約の下、研究を進めるにあたっては、メンバーが所属する大規模公開会社の子会社として非公開会社や大会社以外の会社などを有している場合に実態調査（アンケート）を行う等の方法によって、この点を補うよう努めている。しかし、それでも多様な機関設計をカバーするのに十分であるとはいえまい。

今後、本研究を足掛かりとして、非公開会社や大会社以外の会社における監査役監査やスタッフ業務の研究が進むことを望みたい。“より多くの監査役の期待に応えていくこと”もまた、我々の使命であるに違いない。
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※ アンケート結果において、スタッフの兼任・専任について、以下の点が確認された。


監査役会設置会社（専任スタッフ率；57.2％）、委員会設置会社(同；71.8％)と比較して、監査役会設置会社・委員会設置会社以外の会社の専任スタッフ率は38.3％とかなり低くなっている。


兼任スタッフの監査役業務のウエイトが「1/3以下」の割合が83.1％と、監査役会設置会社（74.1％）、委員会設置会社（72.7％）より高くなっている。


兼務先は、①内部監査部門；49.3％(監査役会設置会社；61.2％ / 委員会設置会社；63.6％)、②法務・総務部門（リスク管理部門も含む）：36.6％（監査役会設置会社；23.7％ / 委員会設置会社；27.3％）、③経理・財務部門；5.6%（監査役会設置会社；5.8％/委員会設置会社；0.0％）となっている。





根拠条文：法３８７条２項





c-3.株主資本等変動計算書








c-2.損益計算書





c-1.貸借対照表





c.計算書類





b.事業報告の附属明細書





根拠条文：法３６２条４項６号・５項、施規１００条１項・３項、１２９条１項５号





a.事業報告





根拠条文：法３８１条１項、施規１２９条１項、計規１２２条





根拠条文：なし（金商法２４条）





根拠条文：会社法３８４条





【 株主総会の２週間前の日 】





A


株主総会


開催日








起算日A－１





１４日間(２週間)　





B








株主総会の


２週間前の日





根拠条文：法３８４条





根拠条文：法３４３条１項、３項





� EMBED Excel.Sheet.8 ���





議題：


会議の


目的事項





議案：


会議に附議


され、決議・


報告される


原案





２０１１年度　監査計画





２０１１年度の監査計画を下記のとおり決定致したく。
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１.　２０１１年度の監査環境


　○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○。





２.　基本方針


　○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○。
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　３)　○○○○○○○○○○○○○○○○○
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３.　監査計画の概要
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２０１１年✍月■日　監査役会議案





監査役会招集通知





■■■■殿





当社監査役会規則第６条に基づき、第○回監査役会を開催致しますので、ご出席願います。





記





　　１.　日　時：２０１１年○月■日　１５時～１６時





　　２.　場　所：当社役員会議室





　　３.　議　題：[決議事項]


　　　　　　　　２０１１年度　監査計画の件


　　　　　　　　[報告事項]


　　　　　　　　会計監査人の監査計画の件
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２０１１年○月○日
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� 高橋均『監査役監査の実務と対応』２１頁、同文舘出版、２００８年。


�　高橋均著「監査役監査の実務と対応」１１６頁　同文舘出版; 第１版　２００８年


�　相澤哲　葉玉匡美　郡谷大輔　編著　『論点解説』４０６頁　商事法務　２００６年　


�　相澤哲　葉玉匡美　郡谷大輔　編著　『論点解説』４０６頁　商事法務、２００６年


�　相澤哲　葉玉匡美　郡谷大輔　編著　『論点解説』４０６～４０７頁、商事法務、２００６年


�　高橋均『監査役監査の実務と対応』１１６頁、同文舘出版; 第１版、２００８年


�高橋均著『監査役監査の実務と対応』(同文舘出版)１０８頁参考


� 高橋均『実務解説　監査役監査』１０９頁、学陽書房、２００９年。


� 「実務解説監査役監査」高橋均著 ９３頁


� 「電話会議の方法による取締役会の議事録を添付した登記の申請について(通知)　」(平成１４年１２月１８日付-法務省民事局商事課長通知【民商第３０４５号】、『商事法務』№１６５３)　
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